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１ 武蔵野市の目指すべき姿と基本目標 

「誰もが安心して暮らし続けられる 魅力と活力あふれるまち」 

～〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇（サブタイトル）～ 

 

武蔵野市は、市制施行後70年を超えるこれまでのまちづくりの中で、市民とともに守り育ててきた

豊かな緑や自然が身近に感じられ、文化の薫り高い回遊性の高い商業地と良好な住環境が至近

にある利便性高いまちとして、多くの人に愛されながら発展してきた。 

 

全国的には人口減少の波が押し寄せる中、昭和から平成にかけて、50年近くにわたり13万人台

を維持していた本市の人口は14万人を超え、令和という新しい元号を迎えた今、さらに人口が増加

している状況であり、未だ体験したことの無い新しい局面に突入している。 

 

市政を取り巻く状況も、社会のグローバル化、自然災害の深刻化、少子高齢社会の到来など、

大きく変わりつつある中、平和で安全なまちであり続け、また世代を超えて愛着と誇りを感じること

ができるまちであり続けられるよう、「誰もが安心して暮らし続けられる 魅力と活力あふれるまち」を

10年後の目指すべき姿とし、これまでのまちづくりの成果を継承しつつ、市民とともに武蔵野市の

新しい時代を築いていく。 

 

目指すべき姿の実現に向けて、以下のとおり、まちづくりの基本目標を掲げる。 

 

(1)多様性を認め合う 支え合いのまちづくり 

   市民生活のあらゆる場面で、抱える背景や生き方・価値観などの多様化が進んでいる。お

互いを認め、理解し合うことにより、寛容性が育まれ、人と人とのつながりが生まれ、このつな

がりが基礎となり、地域での見守りや支え合いへと広がっていく。誰もが安心して住み続けら

れるよう、多様性を認め合う、支え合いのまちづくりを推進する。 

 

(2)未来ある子どもたちが 希望を持ち健やかに暮らせるまちづくり 

   子どもは、まちにとっても市民にとっても未来であり、人と人とのつながりの基であり、元気や

力の源である。子ども・子育て支援は社会全体にとって将来への投資であるとともに、まちの

活力の源であるとの認識を市民全体で共有する。そのうえで、地域全体で子ども・子育てを見

守り、支援していくことで、子どもを安心して産み育てられ、未来ある子どもたちが希望を持ち

健やかに暮らせるまちづくりを推進する。 

   

(3)地域の絆を育む 市民自治のまちづくり 

   市民が主体的に行う様々な活動が地域づくりと結びつき、多様な主体との連携や協働を重

ねることで市民自治は育まれる。そして、この市民自治を通じた人と人との結びつきが、周りの

市民の意識にも影響を与え、さらに地域の絆が育まれるという好循環のまちづくりを推進す

る。 
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(4)このまちにつながる誰もが 住み・学び・働き・楽しみ続けられるまちづくり 

   武蔵野市が将来にわたって「住みたい、学びたい、働きたい、訪れたいまち」であり、さらに

「住んで（学んで、働いて、訪れて）よかったまち」となれるよう、市民がそれぞれの価値観に合

った生き方を実現できるための総合的な施策を充実させるとともに、武蔵野市の持つ多様な

魅力や価値を確認して内外で共有していくことにより、まちの活力を向上させ、このまちにつな

がる誰もが、住み・学び・働き・楽しみ続けられるまちづくりを推進する。 

 

(5)限りある資源を活かした 持続可能なまちづくり 

   少子高齢社会の到来に伴う年代構成の変化や地球環境問題の深刻化等の課題はあるが、

将来世代のことを念頭に置き、魅力と活力あふれる持続可能なまちを、責任を持って継承して

いくことが、今を生きる我々の責務である。未来に向けての積極的な投資を行えるよう、健全な

財政を堅持するための最大限の工夫と努力をしながら、環境、福祉、経済、教育、文化等、多

様な側面から、限りある資源を活かした、持続可能なまちづくりを推進する。 
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２ 武蔵野市における長期計画について 

(1)これまでのあゆみ 

武蔵野市は、昭和46（1971）年の最初の「基本構想・長期計画」から、市民参加・議員参加・職員

参加による「武蔵野市方式」と呼ばれる計画策定に取り組み、これまで約半世紀にわたり、「市民自

治」を原則として、長期計画に基づく計画的な市政運営を推進してきた。市民自治とは、市民が主

体となって自らの住むまちを築き運営していくという考え方である。 

この間、公共施設や下水道等の市民生活の基盤が計画的に整備されるとともに、福祉や教育な

ど各分野で市民と行政の協働による施策が展開され、行政だけでなく幅広い市民の参加・協働の

取り組みによって、市民生活全般の水準は着実に高まった。 

市民自治の考え方は、本市の市政運営の最も重要な原理として今なお引き継がれている。４年

ごとに改定される長期計画のみならず、より専門的・具体的な個別計画の策定や、様々な市政課

題の解決においても、パブリックコメント（意見聴取）や意見交換会の実施、委員会・審議会への市

民委員の公募等、幅広く市民の参加や意見を求めることが、市政運営の一般的なスタイルとなって

いる。  

第六期の長期計画策定にあたっても、これまでに培ってきた「武蔵野市方式」による策定を継承

し、すべての個別計画との整合を取りながら、より多様で広範な市民参加によって策定をする。 

 

「武蔵野市方式」について 

  武蔵野市方式とは、市民参加、議員参加、職員参加による策定をはじめとする、下

記のような、長期計画を中心とした計画的市政運営に関するシステムのことをいう。 

 ● 地域生活環境指標の作成や人口推計等の調査等の実施による、計画策定に必要な基

礎データの整備と公開 

●市政アンケートや市民意識調査の実施による市民ニーズの把握 

 ● 在住市民委員による策定委員会を設置し、計画案を策定 

 ● 策定過程における市民参加、議員参加、職員参加の実施 

 ● 策定過程における市民参加のため討議要綱及び計画案を市報特集号で全戸に配布 

 ● 市長及び市議会議員の任期に合わせた４年ごとの見直しによる実効性の担保 

 ●長期計画と予算・決算の連動 

 ●長期計画に掲げた施策・事業を各市民委員会や市民参加により実施 

 ●長期計画に基づき毎年主要事業を指定し進行管理を実施 

 

 

(2)武蔵野市長期計画条例 

かつては、地方自治法により、地方自治体が基本構想を議会の議決を経て策定することが法

的に義務付けられていたが、地方分権改革の一環として、平成23（2011）年の地方自治法改正

によりこれが廃止され、それぞれの自治体が自らの責任において計画的な行政運営に取り組む

こととなった。 

本市においては、長きにわたる市民自治の歴史を踏まえ、法的な義務付けの有無にかかわら

ず、市政運営には長期計画の策定が不可欠であるという認識のもと、「武蔵野市方式」による策
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定を制度化した「武蔵野市長期計画条例」を平成23（2011）年12月に制定した。 

この条例において、長期計画を策定するときは、長期計画のうち市政の基本理念及び施策の

大綱について、市議会の議決を経ることを市長に義務付けている。 

  

(3)長期計画の役割と位置付け 

長期計画は、武蔵野市長期計画条例に基づき、市の目指すべき将来像を明らかにするととも

に、総合的かつ計画的な市政運営を推進するために定める市の最も重要な計画である。 

現在、市には健康福祉総合計画、子どもプラン、都市計画マスタープランをはじめとする60以

上の個別計画があるが、長期計画はその最上位に位置し、分野を超えた総合的な視点により策

定される。また、長期計画は財政の見通しを踏まえて、市政運営の基本理念や計画期間中に実

施すべき政策を定めたものであり、市の政策は、原則としてすべて長期計画に基づき実施され

る。 

 

(4)計画期間と計画見直しのサイクルについて 

第六期長期計画は、令和２（2020）年度を初年度とする10年間を計画期間とし、前期５年を実

行計画、後期５年を展望計画として策定する。なお、円滑な市政運営の継続のため、計画期間

の最後の一年は次の計画と重複させて策定することとしており、実質的には市長の任期に合わ

せた4年ごとの見直しを行っている。また、市長選挙が行われたときや市政をめぐる情勢に大き

な変化があったときは、調整計画を策定し、時代背景に応じた形で長期計画の実行計画部分を

見直していく。 

 

 

 

(5)進捗管理と評価について 

 ①進捗管理 

本市では、予算の編成にあたり各部課から行われる予算要求は、長期計画に基づくことを基本

的条件としている。また、市議会における予算審議において、市長が予算案とともに示す「施政方

針並びに基本的施策」や「主要な施策」は、長期計画に基づき構成するとともに、「予算の概要」等

の参考資料はこれらに沿って作成している。 毎年度の決算時においても、決算付属資料の「主

要な施策の概要と成果の一覧」は、長期計画の施策の体系に沿って整理するなど、決算を通して
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第五期長期計画（10ヵ年）

調整計画

実行計画 展望計画

５ヵ年 ５ヵ年

第六期長期計画（10ヵ年）

調整計画

策定期間 策定期間 策定期間

第七期長期計画（10ヵ年）

調整計画

策定期間 策定期間

５ヵ年
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長期計画の進捗状況を概観できるようになっている。このように、予算編成過程及び決算などから、

長期計画の規範性が浸透しており、長期計画に基づく市政運営が行われている。また、昭和 48 

年に定めた武蔵野市主要事業等進行管理規程に基づき、長期計画に示された事業等の中から市

長が指定した事業については、執行計画書及び執行状況報告書を市長に提出することが定めら

れており、市長による進行管理が毎月行われている。今後も、これらの制度に基づき進行管理を行

う。 

 

 ②評価 

長期計画に掲げる政策は、個別計画のように個別具体的に事業の実施等を定めたものではなく、

事業を束ねた概念として、施策のあり方や施策の方向性等を示すものである。このことから、事業ご

との短期的な評価では、施策本来の有効性・効率性等を正しく示せない面がある。 

 次期の長期計画または調整計画の策定に向けた作業の過程で、長期計画に掲げた施策等の進

捗状況及び実績を把握するとともに、体系的に評価する必要があることから、策定委員会による長

期計画に対する評価が実施されてきた。今後もこの方式により政策評価を行う。 

 

(6)策定の流れと本計画案について 

 武蔵野市第六期長期計画は、平成30（2018）年度から2カ年度にわたって策定を行っている。策

定にあたっては、平成30（2018）年５月～８月にかけて、各種のワークショップ等を実施して、長期

計画で議論すべき課題の抽出等を行った。 

平成30（2018）年７月には市民及び副市長で構成される武蔵野市第六期長期計画策定委員会

（以下「策定委員会」という。）が設置され、各種計画や報告書等を参考に、議論が必要と思われる

課題・論点について検討し、これを「討議要綱」としてまとめて平成31（2018）年２月に公表した。 

この討議要綱に対して、市民や関係団体、市議会議員などから広く意見を聴取し、それらを踏ま

えたうえで、武蔵野市第六期長期計画の原案となる「計画案」を作成した。討議要綱と同様に、本

計画案についてもさまざまな手法により市民や関係者との意見交換を行い、広く意見を求める。ま

た、本計画案に係る市民の意見は、令和元（2019）年７月５日まで常時受け付けている。策定委員

会宛の意見を、事務局である市総合政策部企画調整課宛に、郵送・電子メール等、表紙に記載の

方法で、７月５日までにお届けいただきたい。 

 計画案に対して得られた意見を踏まえたうえで、本年９月頃には、第六期長期計画策定委員会

案を市長に答申する予定である。市長は答申された策定委員会案を踏まえ、市長案を市議会に

上程するが、その際、市民参加で作成した策定委員会案を最大限尊重することを表明している。

市議会での審議と議決を経て、令和２（2020）年３月に第六期長期計画が公表される予定である。 
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３ これまでの実績と評価 

(1)第五期長期計画（平成24（2012）年度～）の実績と評価の概要 

第五期長期計画は、「まちづくりの目標」として「自治と連携によるまちづくり」、「支え合いをつむ

ぐまちづくり」、「平和で美しいまちづくり」、「環境と共生するまちづくり」の４点を掲げ、平成24（2012）

年度からスタートした。 

「自治と連携によるまちづくり」に向けては、自治基本条例（仮称）の具体的な検討が進んだほか、

地域フォーラムなど市民団体間の連携を促進する取り組みが広まった。 

「支え合いをつむぐまちづくり」として、いきいきサロン事業やシニア支え合いポイント制度、子育

てひろば事業等をはじめとして、福祉や子育て、防災など各分野において、市民を主体とした共助

を育む取り組みが一層充実した。 

「平和で美しいまちづくり」に関しては、武蔵野プレイスの充実や武蔵野ふるさと歴史館の開館、

東京2020大会関連事業、武蔵野アールブリュットの開催等、文化・スポーツ・交流・平和事業等の

取り組みが活発化し、市民文化の発展と平和を育む社会づくりに貢献してきたと言える。また景観

を重視した街並み形成や、三駅周辺の整備、電線類地中化等により、美しく災害に強いまちづくり

も着実に前進した。 

「環境と共生するまちづくり」では、市民参加での新クリーンセンター整備や、緑・下水・エネルギ

ー・資源等の武蔵野市環境基本計画で掲げる「スマートシティ」を目指す総合的な取り組みが成果

として挙げられる。検討中のエコプラザ（仮称）により、より多くの市民に環境への理解が広まること

が期待される。 

全体として、第五期長期計画で掲げた目標及び各施策は、待機児童対策など積み残しの課題

はあるものの、概ね達成できているものと考えられる。 

しかし、全国的な人口減少基調が今後も続くことは明白になっており、雇用・産業など様々な面

で社会構造の変化による課題認識が広まっている。本市の人口は当面は増加傾向であると推計し

ているものの、こうした社会環境の変化の中で今後も魅力と活力のある自治体であり続けるために

は、限られた経営資源を最大限有効に活用していく一層の創意工夫が求められる。 

 

(2)第五期長期計画・調整計画（平成28（2016）年度～）の実績と評価の概要 

①健康・福祉 

「地域リハビリテーション」の理念に基づく「まちぐるみの支え合いの仕組みづくり」として、様々な

施策を実施してきた。誰もが住み慣れた地域で生活を継続できるまちづくりの実現に向けた取り組

みは、着実に前進していると言える。 

平成28（2016）年度からいきいきサロン事業やシニア支え合いポイント制度を開始し、介護予防

や健康寿命の延伸に寄与する活躍の場の創設と人材の裾野を広げたことは大きな成果と言える。 

平成27（2015）年度からケアリンピック武蔵野を毎年開催し、また、平成30（2018）年度には地域

包括ケア人材育成センターを開設しており、専門職と地域の担い手も含めた福祉人材の確保と育

成に向けた取り組みを推進している。今後は、より一層の福祉人材の不足が予測されており、さら

なる人材確保と育成が求められる。 

このほか、障害者の地域生活支援の強化、医療と介護の連携の推進、生活困窮者自立支援事

業、予防を重視した健康施策の推進、福祉サービスの基盤整備等についても着実になされてい
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る。 

 

②子ども・教育 

待機児童対策について、保育施設の整備を進め定員枠を増加させたことにより、待機児童数は

大幅に減少したものの、依然として解消には至っていない。引き続き、待機児童の早期解消と解消

状態の維持に向けた取り組みを進めるとともに、保育施設や保育関連施設の急増を踏まえ、保育

の質をさらに向上させていくこと、保育サービスを充実させることが求められる。 

地域子ども館あそべえと学童クラブについて、（公財）武蔵野市子ども協会へ運営が委託され、

体制強化により両事業の連携が推進されるとともに開所時間の拡充によるサービス向上が実現さ

れた。 

学校における本市独自の人材確保策として、学習指導補助員、ＩＣＴサポーター、市講師の配置

等を行い、学力の伸長を支える体制を整備した。また、全学校に配置した地域コーディネーターは、

学校の活動を支援する地域人材の発掘等に一定の成果を挙げている。 

特別支援教育・教育相談において、全小学校に特別支援教室及び本市独自の個別支援教室

を設置し、特別支援教室専門員を配置するとともに、教育相談員やスクールソーシャルワーカーを

増員し、相談支援体制を強化した。今後は保健・医療・福祉の関係機関と教育相談の連携のあり

方を検討する必要がある。 

学校教育における食育の基盤となる給食調理施設について、新学校給食桜堤調理場（仮称）基

本計画を策定し、施設の更新に着手した。 

 

③文化・市民生活 

地域フォーラムやコミュニティ未来塾むさしのの実施により、市民自身が地域の課題を的確に捉

え、協議の場を運営していくことが推進された。「これからのコミュニティ」の実現に向け、今後、市

民間の議論が必要である。 

また、産業振興条例の制定、関係機関との創業支援体制の構築、市内４カ所の創業支援施設

の開設支援等、市内の産業振興の一助となる施策を展開してきた。今後は、地域経済を活性化す

るため、魅力の向上等の積極的な取り組みが求められる。 

災害対策の推進については、地域への継続的な支援により自主防災組織の増加及び市内全

域での避難所運営組織の設立等が見られ、自助・共助に関する取り組みが推進された。また、災

害時医療体制の再編成、要支援者の安否確認や避難支援体制の構築等、公助の体制が強化さ

れた。今後も引き続き、地域への啓発支援、関係機関等との連携強化、市の体制整備が期待され

る。 

 

④緑・環境 

市民参加での検討に基づき、新クリーンセンターの整備を進め、稼働を開始したことは、本市の

環境施策の中で特に評価できる。新クリーンセンターでは発電した電力を市役所等の周辺の公共

施設へ供給でき、防災施設としての機能も備えたエネルギー地産地消の全国的なモデルケースと

なっている。 

一方で、市の主な魅力の一つである緑は、公園緑地の整備・拡充や開発等にあわせて創出さ

れているが、民有地の緑は減少傾向にあり、財政状況を踏まえながら、緑を守り増やしていく取り
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組みが引き続き重要となる。 

また、環境啓発の拠点として令和２(2020)年度に開設予定のエコプラザ（仮称）の検討が進めら

れてきた。今後は、運営方法や具体的なプログラムの内容について、これからの環境啓発のあり方

を踏まえ検討する必要がある。 

 

⑤都市基盤 

将来の財政状況を踏まえ、公共施設等を計画的に維持・更新していくために、公共施設等総合

管理計画や道路・下水道等の個別計画を策定したことや、まちづくりに関する計画として、景観ガ

イドラインや三鷹駅北口街づくりビジョンを策定したことは評価できる。 

これまでに、まちづくり条例において地区まちづくりに関する諸制度を創設してきたが、十分に活

用されていない状況である。今後は市民による自発的・自立的なまちづくり活動の支援に向け、制

度のさらなる活用を促す取り組みが必要である。 

吉祥寺駅周辺では南北自由通路の開通、三鷹駅周辺では補助幹線道路の整備推進、武蔵境

駅周辺では鉄道高架化や北口駅前広場の整備が完了し、三駅周辺の基盤整備は着実に進めら

れた。 

また、合流式下水道改善施設や雨水貯留施設、道路の新設・拡幅整備や電線類地中化等の

様々な事業を進め、都市防災の向上や環境負荷の低減等が図られた。 

 

⑥行・財政 

市民自治のさらなる推進に向けて、自治基本条例（仮称）の骨子の具体的な検討を市民・市議

会とともに進め、条例制定の見通しを定めたことは成果として認められる。 

また、大規模事業の投資的経費や社会保障費等の増にも関わらず、人口増に伴う納税者の増

加に加え、市税徴収率向上の取り組みや事務事業の見直し等によって健全な財政を維持し続け

ていることも評価できる。 

一方、財源や人的資源が限られる中、重要度の高いニーズに積極的に対応し、より高い効果を

発揮していくため、既存事業の見直しをさらに効果的に進められる仕組みの構築が求められる。 
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４ 市政を取り巻く状況について 

(1)市勢の概要 

本市は、東京都内の多摩地域において特別区との接点に位置し、市域は東西6.4km、南北

3.1km、面積10.98平方kmと基礎自治体の中では狭小である。地形はおおむね平坦で、全域が既

成市街地化している。 

人口は、昭和40年代から約50年間にわたり13万人台の概ね横ばいで推移してきたが、直近の

約10年間では転入と出生数の増により大幅な増加基調が見られ、現在は約14万6,000人（令和元

年６月１日現在）に至っており、今後も当面は人口増が続くと見込まれている。 

 市内には、ＪＲ中央線の三駅（吉祥寺、三鷹、武蔵境）を有するとともに、吉祥寺駅には京王井の

頭線が、武蔵境駅には西武多摩川線が乗り入れている。南北方向の移動は路線バス交通が担い、

コミュニティバス「ムーバス」が公共交通の空白地域を補完している。  

このように交通の利便性が高く、緑豊かで閑静な住宅地が広がるという特色を持ち、また都内有

数の商業地や企業・大学などの存在により、昼間人口が夜間人口より多いという性格を有している。

三駅を核として特色のあるまちが形成され、緑豊かな魅力のある都市として発展してきたことから、

様々な調査においても住みたいまちとしての高い評価を得ている。 

一方、戦後比較的早期に整備してきた公共施設や都市基盤施設がリニューアルの時期を迎え

ており、より一層の計画的な市政運営に取り組んでいく必要がある。 

 

(2)将来人口推計 

本市の総人口は直近５年間で約６千人増加しており、現在約14万６千人となっている。平成30

（2018）年に本市で実施した人口推計によると、直近の増加傾向を踏まえて、５年後の令和５（2023）

年には15万人を突破し、令和30（2048）年には約16万２千人になると推計している。 

そのうち、日本人人口は、現在の約14万３千人から、令和30（2048）年には約15万７千人になる

と推計している。 

外国人人口は、現在の約３千人から、令和30（2048）年には約４千５百人になると推計しているが、

景気等の社会経済環境による影響が大きいため、流動的に捉える必要がある。 

 

■将来人口（総人口及び日本人人口） 
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  日本人人口の内訳を年齢３区分人口で見ると、老年人口は増加傾向が続き、平成27（2015）年

に21.8％の老年人口比率（高齢化率）は、令和30（2048）年には31.8％に達し、特に後期高齢者の

割合が増加することが見込まれる。一方、年少人口は、平成27（2015）年の11.5％から、増減を経

て、令和30（2048）年には 11.2％になると見込まれる。また生産年齢人口は、増減を経ながらも期

間全体を通じては減少傾向にあり、平成27（2015）年の66.7％から、令和30（2048）年には57.0％ま

で低下すると見込まれる。 

       

■将来年齢３区分人口（日本人人口） 

■将来年齢３区分人口比率（日本人人口） 

参考）令和30（2048）年の全国値：老年人口37.4％、生産年齢人口52.0%、年少人口 

10.6％（国立社会保障人口問題研究所における平成29（2017）年推計） 

 

世帯については、単独世帯は今後も数は増加するものの比率は横ばいで推移する。核家族世

帯は、数は増加するものの比率は低下傾向となる。一方、高齢者単独世帯及び世帯主が高齢者

である夫婦のみ世帯の数は、継続して増加を続けると見込まれる。 

■家族類型別世帯数の将来見通し 
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今回の人口推計では、全国的には人口減少が始まっている中で、本市においては直近５年間

の人口増を反映して今後30年間は人口が減らないという予測が出ている。本市においては若年層

の世代が多く転入し、その後も市内に留まっている状況がみられ、このことが人口増につながって

いると考えられる。 

この傾向が今後も維持されることで、老年人口が増加する中でも、生産年齢人口の割合が全国

と比較して高い状況を維持できるということが今回の人口推計から示唆される。 

 

(3)財政計画の概要 （詳細は「９ 財政計画」を参照） 

①財政の現状と課題 

本市は、市民の高い担税力に支えられ、また、幅広い市民参加・協働の取り組みによってさまざま

な施策を実施するとともに、インフラや公共施設等のハード面も、質・量ともに高い水準で整備を行

ってきた。財政力指数は平成30(2018)年度において、1.52（３か年平均）となっており、全国の市と

の比較においても上位に位置している。 

過去５年間の当初予算は、629億から680億円の間で推移している。市税は歳入全体の約６割を

占めている状況である。 

歳出については、義務的経費である人件費、扶助費、公債費は平成31(2019)年度予算では、

約283億円となっており、歳出全体の４割強を占めている。特に扶助費の伸びが著しく、平成

27(2015)年度から平成31(2019)年度までで28.2％増となっており、今後も堅実な財政運営を続ける

ことが必要である。 

市の基金残高（一般会計）は平成29(2017)年度末において415億円、このうち資産の更新・新設

に備えるための基金は341億円となっている。一方、借入金は159億円（特別会計及び土地開発公

社含めると321億円）となっている。 
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②財政見通し 

 歳入については、その６割を占める市税は、前回の計画策定時より人口が増加しているため個

人市民税が増となり、固定資産税も地価の動向や、家屋の建築動向を受け、安定的に推移するこ

とが見込まれる。一方、法人市民税は、税制改正により減額が見込まれる。また、ふるさと納税制度

も税収減の要因の一つであり、今後も制度の利用の拡大による減収も見込まれるが、市税全体で

は今後５年間は微増で推移することを見込んでいる。 

歳出では、子育て支援、障害者や高齢者への福祉施策に要する経費は、引き続き増加が見込

まれるほか、本計画期間である令和３(2021)年度以降は、学校施設をはじめ老朽化した公共施設

が順次更新の時期を迎えるため、建替えに多額な費用が必要となることが想定される。 

中長期の財政見通しとしては、老年人口は増加傾向が続き、生産年齢人口は一旦増加した後、

前回推計よりは緩やかに減少していくことが推計されていることから、市税収入は当面は微増から、

横ばいとなるが、令和17(2035)年頃からは微減していくと想定している。また、将来人口推計で示さ

れた人口構成の変化から、社会保障関係費をはじめとする経常的な経費の増加が続くことが想定

される。さらに、老朽化する公共施設や都市インフラの更新や大規模改修が平成30(2018)年代中

盤以降に本格化する。 

 

 

(4)社会経済情勢等の変化 

変化の激しい現代社会において、市政の方向性を見定めるためには、世界や日本全国の状況

をはじめとして、市政を取り巻く社会経済情勢等を踏まえ、本市における地域課題や市民ニーズに

的確に対応していく必要がある。 

近年の世界的な気候変動がもたらすあらゆる場面での深刻な影響や、我が国においてすでに

始まっている急速な人口減少、またＡＩを活用した技術革新が進むことによる様々な社会の仕組み

の変革等、この計画期間は、これまで経験してこなかった新たな事象が起こり得る時代であると言
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える。その過程において発生する課題を、市民自治・市民協働が一層充実していくことを通して乗

り越えていくことが求められる。 

こうした背景を踏まえ、本計画の策定にあたり考慮すべき主な動向を以下に挙げる。 

 

◆地球環境問題の深刻化 

・自然災害被害の甚大化（水害・猛暑・地震） 

・自然界や世界の食糧事情への影響 

 

◆少子高齢社会の到来 

・人生100年時代 

・労働力不足 

・働き方改革  

 

◆高度情報技術の進展 

・ＡＩを活用した革新的サービスや製品の進化 

・ＲＰＡ（業務自動化）技術の発展 

・キャッシュレス化の進展 

 

◆国際社会の動向 

   ・グローバル化の進展と世界経済の影響 

・国連による持続可能開発目標（ＳＤＧｓ）の採択 

・外国人旅行者・在住外国人の増加 

 

◆国の動向 

・自治体戦略2040 

・消費税増税 

・幼児教育無償化 

・外国人人材受け入れ制度の拡大 
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５ 基本的な考え方 

昭和46（1971）年に策定した第一期基本構想・長期計画において、「市民自治」を計画の原理と

して以来、これを武蔵野市の市政運営の基本原則として位置付け、現在に至るまで継承している。 

長期計画は10年間を計画期間とするものだが、これまで長い年月をかけて積み上げてきた市民

自治の伝統を、本計画においても継承していくことを市民とともに確認し、これをさらに発展させて

いくための４つの原則を掲げ、本計画における基本的な考え方とする。なお、この原則は、現在制

定に向けて検討を進めている自治基本条例（仮称）の骨子の中で掲げている、武蔵野市における

自治の基本原則を基にしている。 

 

(1)計画に基づく市政運営 

長期計画をはじめとして、市の主要な計画においては、市民意見を反映させ、多くの関係者の

参加により、強い規範性を持つ計画を策定し、これに基づき市の将来を見通した計画的な市政運

営を行うことを原則とする。 

また、長期計画においては、各分野において様々な関係者の参加により策定された個別計画と

の整合性を確保しつつ、市政全体を俯瞰したうえで、総合的な見地から、財政計画の裏付けを持

った形で、市政の向かう大きな方向性と、優先化・重点化すべき政策を明らかにすることとする。 

 

(2)情報共有の原則 

市民自治の重要な要素である市民参加は、さまざまな情報が適切に市民に伝わって初めて為し

得るものであり、その前提となるのが市民との情報共有・市民への情報提供である。行政の公正と

透明性を確保し、市政への市民参加を推進していくために、市政情報の積極的な共有を推進して

いくことを原則とする。 

 

(3)市民参加の原則 

本計画の策定過程においても、中高生向けワークショップ、無作為抽出市民ワークショップや市

民会議等、多様な市民参加により様々な意見を反映しながら策定を行っている。 

今後、自治基本条例（仮称）の中でも、市民が市政に参加する権利を保障し、参加の機会を整

備していくことを規定していく予定であり、市政全般にわたって、市民自治の原点とも言える市民参

加を推進していくことを原則とする。 

 

(4)協働の原則 

 多様化する公共的な課題への対応には、従来の行政サービスだけでは十分に対応することが

できないことも多くなっている。市民・市民活動団体・企業など多様な主体と行政が、課題意識とま

ちを良くしていこうという意識を共有し、対等の立場で各々の強みを活かしながら協働していくこと

が、豊かな地域社会の創造へとつながっていく。今後の市政運営においては、市民自治のさらな

る発展へとつながる協働の取り組みを推進していくことを原則とする。 
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６ 第六期長期計画における基本課題等について   

(1)基本目標と基本課題の関係 

本計画案の冒頭で示した第六期長期計画における目指すべき姿と、それを実現するための基

本目標及び前提となる基本課題について、それぞれの関係のイメージを下図に示す。５つの基本

課題は、市政全般に係る分野横断的な課題として抽出したもので、５つの基本目標に対して横串

の関係となり、それぞれが相互に関連する課題である。 

 

 
 

(2)基本課題について   

 

【基本課題 Ａ】 少子高齢社会への取り組み 

今後さらに少子高齢社会が進展していく。本市が持続可能なまちであるために、子どもが安心

して成長できる環境のさらなる充実を進めるとともに、不足する公共サービスの担い手の発掘と

育成を促進し、まちぐるみの支え合いの取り組みを進めていく必要がある。 

 

全国的にはすでに人口減少が始まっており、速いスピードで少子化・高齢化が進行している。少

子高齢社会においては、労働者人口の大幅な減少、国内市場の縮小による景気悪化、社会保障

制度の持続困難等、国全体の基盤を揺るがすような大きな課題が突きつけられている。 

本市では、直近においても人口増が続いている状況であり、人口推計においてもまだ当面は人

口が伸びていくことが予測されているが、世代間の割合は明らかに変化していくことが見込まれて

目指すべき姿

基本目標

基本課題

　　誰もが安心して暮らし続けられる 魅力と活力があふれるまち

安全・安心を高める環境整備

参加・協働のさらなる推進

公共施設・都市基盤の再構築

まちの活力の向上・魅力の発信

少子高齢社会への取り組み

限
り
あ
る
資
源
を
活
か
し
た

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

多
様
性
を
認
め
合
う

支
え
合
い
の
ま
ち
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く
り

未
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を
持
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健
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に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
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を
育
む
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ま
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が
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・
学
び
・

働
き
・
楽
し
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れ
る
ま
ち
づ
く
り
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いる。65歳以上の老年人口の割合は、平成27（2015）年に21.8%だったものが、令和30（2048）年に

は31.8%まで上昇し、これに伴って15～64歳の生産年齢人口の割合が相対的に減少することが見

込まれている。 

本市が持続可能なまちであるためには、世代間のバランスを保ち、子どもを産み育てる世代がさ

らに増えていくことが肝要であり、妊娠期からの切れ目ない支援、保育の質の確保、未来社会を切

り拓くための資質・能力を育む教育の展開等、子育て環境のさらなる充実を進める必要がある。ま

た、家族の形が多様化していることを踏まえ、単身世帯、共働き世帯や介護世帯等、あらゆる世帯

のワークライフバランスの実現を支援していかなければならない。 

少子高齢社会では、介護や子育て等をはじめとした様々な公共的サービスの担い手が不足して

いく。高齢者が寝たきりになることを回避し、市民一人ひとりの健康寿命を延ばす取り組みを進める

とともに、元気な高齢者や経験・資格を持つ人材等がサービスの担い手として再び地域で活躍で

きるよう、担い手の発掘と育成を促進するための仕組みと体制を整備していく必要がある。 

このような地域人材の活躍によるまちぐるみの支え合いの取り組みがさらに広がっていくために

は、支えられる側も違った面では支える側になり得る、という意識を持つことや、一人ひとりの市民

がお互いの多様性をいかに認め合い、理解し合えるかが重要となる。ライフスタイルの違いや障害

の有無、国籍や性自認、性的指向等の違いを超え、多様性を尊重し合い、これを地域の活力とし

ていくことで支え合いのまちづくりの実現を目指す。 

少子高齢社会への対応は社会全体の問題だが、市民一人ひとりができることを少しずつでも行

動に移し、支え合いによる地域づくりを通じて、地域の未来をより良くするための取り組みにつなげ

ていく。 

 

【基本課題 Ｂ】 まちの活力の向上・魅力の発信 

本市においては、ここ数年で人口増が続いており、全国の状況とは異なる現象が見られる。そ

の要因を探り、今後も選ばれるまちでいられるよう、これまでに培ってきた市の魅力を守り発信し

ていくとともに、新たな魅力の創出を図り、まちの活力を向上させていく必要がある。 

 

地方の人口減少に歯止めをかけ、東京への人口一極集中を是正しながら日本全体の活力を上

げることを目的とした地方創生の取り組みが、国の主導により全国で展開されている。 

  一方、本市においては直近の人口増を踏まえて、今後も人口の伸びは続いていくと推計してい

る。本市では、これまで積極的な人口増加のための政策を行わず、緑や町並みを大切にした良好

な住環境を守ってきたが、このことが現在の本市の評価に繋がっていることを十分に認識したうえ

で、この方向性は堅持しつつ、推計に現れている人口増加については、本市の持続的な発展に

資するものと受け止め、今後もこれまで以上に魅力あるまちづくりを行っていく。 

  昭和48（1973）年に制定された武蔵野市民緑の憲章の理念を継承し、本市における象徴的な

魅力の一つとなっている緑をより一層大切にしていくことや、本市において長年にわたって育まれ

てきた市民文化・都市文化を、芸術文化の振興と連動させてさらにまちの魅力として高めていく等、

これまでに培ってきた市の魅力をさらに向上させていく。 

また、「住みたいまち」としてたびたび上位にランクされる吉祥寺、多くのコンテンツ関連事業者

が存在する中央地区、有名アニメーションの聖地となっている武蔵境等、さらなる賑わいのポテン
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シャルを持つ本市において、良好な住環境になじむコンテンツ産業や地域性を活かした産業の振

興等、新たな魅力の創出に取り組むことにより、活力ある武蔵野市の持続を図る。 

 そして、これらの魅力を市民とともに共有しながら市の強みとして位置付け、戦略的・継続的に内

外に発信していくことで、居住者、転入者、来街者のそれぞれに向けた効果的なPRを展開してい

く。 

 

【基本課題 Ｃ】 安全・安心を高める環境整備 

  近年、全国的に地震や水害による大規模な自然災害が発生している。巧妙化する犯罪等に対

する不安も根強く残る中、ハード・ソフト両面からの総合的な防災力の強化や防犯力の向上が求

められている。あわせて、様々な分野において「安心感」を持って日々の暮らしができるよう、セー

フティネットのさらなる充実を図る必要がある。 

 

近年、全国的に地震が頻発しており、その規模も増大している。また、地球温暖化の影響により、

台風の強大化やゲリラ豪雨の頻発化等、水害による被害が甚大化する傾向が顕著にみられ、本市

においても地域によって水害に見舞われる状況がある。また、本市における犯罪件数は減少して

いるものの、特殊詐欺による被害は未だ増加傾向にある。 

 このような状況の中、平成30（2018）年度に実施した市民意識調査によると、武蔵野市の将来像と

して、「治安が良く災害に強いまち」を選択した人が54.5％で全体の１位、市の施策における重要

度として、災害対策が92.1%で１位、安全対策が91.0%で３位と、安全・安心を求める市民の意識は

依然として強い。 

 市として、災害に強い都市基盤の整備や建物の耐震化向上の取り組み等、ハード面での対応に

加え、市民の自助の促進、迅速な情報伝達、多様な組織による連携など、ソフト面での対策に幅

広く取り組むことにより、市民の総合的な防災力の強化や体感治安の向上に向けて、安全・安心を

高める環境整備を進める。 

 また、防災や防犯に限らず、広い意味での「安心感」を持って日々の暮らしが営まれるよう、子育

て・福祉・健康・その他の様々な分野におけるセーフティネットや相談支援体制の充実を図る。市

民がそれぞれの幸せを追求できるよう、妨げとなっている困難や困窮を取り除くことを支援し、一人

ひとりが「できることを増やしていく」ことで、誰もが安心して暮らし続けられるまちの実現を目指す。 

 

【基本課題 Ｄ】 公共施設・都市基盤の再構築 

住民サービスの基盤であり、さらにはまちの魅力や都市文化を醸成する重要な要素でもある

公共施設や都市基盤が、今後順次更新の時期を迎えることになる。再構築に必要な多額の財源

を確保するために、行財政改革への不断の努力を継続しながら、市民全体でこの課題を共有し、

適正な規模や水準について考えていく必要がある。 

 

国や地方自治体等が所有する公共施設及び都市基盤施設（以下「公共施設等」という。）は、老

朽化に伴い今後大量に更新時期を迎える一方、厳しい財政状況や、人口減少等により施設の利

用需要も変化しており、全国的に大きな課題となっている。本市においては、昭和30～40年代の

急激な人口増加や市民のニーズに対応しながら、早期からこれらの整備を行ってきたため、他都

市に先行して更新への取り組みが求められている。特に令和12（2030）年前後から、多くの公共施
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設等が更新時期（築後60年）を迎えることになり、再整備に多額の費用負担が集中することから、

様々な工夫をしながら計画的に取り組んでいく必要がある。 

公共施設等は、市民生活を支えるとともに、まちの魅力や都市文化を醸成する重要な要素でも

あり、個々の公共施設等の維持・更新や再整備に留まらず、武蔵野市の将来像を見据えた総合的

な視点を持って、新たな価値を創造していくという「再構築」の考え方を持つことが重要である。 

公共施設等の再構築にあたっては、新たな人口推計の結果も踏まえ、公共施設等のあり方、量

と質の最適化、施設整備やサービス提供主体のあり方、資産の有効活用のあり方等を多面的に分

析・検討し、時代の変化とともに生じる新たな公共課題に対応していくものでなくてはならない。ま

た、限りある資源を有効に活用するという観点からも、現在、一部の公共施設において、市民以外

の利用が多くなることで市民がサービスを受けにくい状況が発生しているという現状を踏まえ、市民

と市民以外に対するサービス提供のあり方を検討していく必要がある。 

この先も長期的視点に立って、今後の公共施設等の再構築にどれほどの財政支出が必要とな

るのか、そしてどの程度の財源を確保することが可能なのかを慎重に見極めつつ、事務事業見直

しの継続や、様々な行政サービスの水準や受益者負担の適正化、市民感覚を踏まえた効率化の

取り組み等の行財政改革に不断の努力を継続し、健全な行財政運営を維持していかなければな

らない。 

そして、住民の暮らしに根付いている公共施設等の再構築を進めるうえでは、必要な情報を市

が正しく提示し、市民全体でこの重要な課題を共有しながら、公共施設等の適正な規模や水準も

含め、市民との対話を通して、共に知恵を出し考えながら取り組んでいく必要がある。 

 

【基本課題 Ｅ】 参加・協働のさらなる推進 

地域における公共的な課題は多様化・複雑化してきている。これらに対応するためには、様々

な立場の人々が課題や目的を共有し、知恵を出し合い役割を分かち合って取り組んでいく必要が

ある。様々な主体との連携・協働とともに、市民のまちづくりへの参加を促し、本市の市民自治の

さらなる進展を図っていく必要がある。 

 

インターネットの普及とＳＮＳの浸透により、同じ価値観を持った人たちとのつながりを持つことが

容易となり、人々はどのコミュニティに属するかを選択できるようになっている。このことにより、身近

な地域を越えた人間関係の広域化が進んでいる反面、地域の顔の見えるつながりが薄まってきて

いるという状況が見られる。 

一方、地域における公共的な課題はますます多様化・複雑化しており、これらに適切に対応して

いくためには、行政中心の取り組みだけでは限界がある。多様化する地域の課題には地域の力に

よる支え合いや参加・協働の取り組みが不可欠であり、地域でつながることの持つ価値や重要性を

再認識し、今の時代にあったつながりの方策を考えていく必要がある。 

本市では戦後、自治会や町内会が全市的には組織されず、コミュニティセンターを中心としたコ

ミュニティづくりが進められてきたが、担い手の高齢化や固定化等の問題とともに新たな担い手の

確保や若い年代の利用拡大等が課題となっている。市民の地域活動の拠点としてのコミュニティセ

ンターの役割は変わらないものの、子育て・防災・福祉など様々な目的を持った市民活動団体が

取り組む公共的活動等も多く行われており、これらも合わせて社会環境の変化に対応したコミュニ

ティと市民活動との連携のあり方を検討していく必要がある。 
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地域をより良くしていくためには、様々な立場の人々が課題や目的を共有し、知恵を出し合い役

割を分かち合って取り組むことが大切である。行政と市民、市民活動団体、学校、民間事業者など

様々な主体との連携・協働や、市民団体同士の連携等、多様なつながりが構築されていくことが地

域の力となる。行政が様々な主体と協働するためには、お互いの特性と立場を理解し、情報を共

有し、協力する関係が不可欠である。そのために行政は様々な情報をわかりやすく、また市民が自

らの関心に基づいて分析できる形で提供し、透明性を高めていくことで、市民のまちづくりへの参

加意識の向上を促し、本市の市民自治のさらなる進展を図っていく。 
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７ 重点施策 

 

(1)一人ひとりが尊重される地域共生社会の推進  

すべての市民が、その年齢や状態にかかわらず、住み慣れた地域で、本人の意思に基づいて

安心して生活が続けられるよう、保健、医療、福祉、教育等地域生活に関わるあらゆる組織及び人

が連携した継続的かつ体系的な支援を行っていく。このことによって、高齢者や障害者をはじめ、

すべての人が包摂され、一人ひとりの多様性が認められる、支え合いのまちづくりを推進する。 

 

(2)子どもと子育てを応援するまちの実現 

すべての子どもの個性が尊重され、健やかな成長・発達ができるよう、安心して子どもを産み育

てられる環境を整備し、子どもと子育てを応援するまちの実現を図る。そのために、さまざまな段階

での相談支援体制として、保健・医療・福祉・教育等の関係機関の連携による切れ目のない包括

的な支援体制を整備し、地域社会全体で子どもと子育てを応援する施策を充実させ、子どもの「生

きる力」を育むための多様な施策を推進していく。 

 

(3)豊かな文化の発展と活力をもたらす産業の振興  

本市は豊かで多様な市民文化を土台に、「武蔵野市」を特徴づける都市文化が形成され、魅力

的な吉祥寺という商業集積地を中心に、小売卸業・飲食業などをはじめとする活発な産業が発展

してきた。文化振興基本方針に基づく施策を展開し、多様な主体によって育まれてきた文化をつ

なぎ・発信することで、新たにまちを彩る魅力を生み出していく。本市ならではの魅力を生かし、豊

かな暮らしを支える産業を振興することで、いっそう活力ある武蔵野市を目指す。 

 

(4)活気と魅力あふれる三駅圏の創造と発展  

武蔵野市には、吉祥寺駅、三鷹駅、武蔵境駅があり、それぞれの文化が育まれている。住む人

をはじめ、働く人、学ぶ人、遊ぶ人が自らのポテンシャルを最大限活かせるまちづくりを推進してい

く。また、三駅には魅力的な緑の空間がある。にぎわいの場との調和し、それぞれが魅力を高め合

うような地域の姿を構築していく。 

 

(5)緑を基軸とした環境都市の実現 

暮らしに潤いや安らぎをもたらす緑は、本市の良好な住環境を形成する重要な役割を担ってい

るが、維持管理の負担などから民有地では減少傾向にある。本市の実情を踏まえながら、これから

も日々の暮らしの中で緑を楽しむことができるまちづくりを推進していく。また、地球温暖化により生

活をめぐる環境が大きく変化している中、環境に配慮した行動の必要性がより一層高まっている。

新クリーンセンター及び環境啓発施設エコプラザ（仮称）を中心とし、環境の大切さ、日常生活と環

境問題とのつながりを発信することで、市民一人ひとりの行動を促し、人と自然が調和する環境都

市を実現していく。 

 

(6)市民自治のさらなる推進 

市民自治の原則は昭和46（1971）年に策定した第一期長期計画以来、市政運営の根本原則と
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してきた。これまで培われてきた本市の市民参加・市民自治の歴史を将来にわたり継続・発展させ

ていくため、市政運営のルールを自治基本条例（仮称）として明記し、定着させるべきである。市と

市民の「情報共有」により「市民参加」が進み、「協働」につながっていくという循環の仕組みを構築

し、さらなる自治の推進を図る。 

 

(7)公共施設等の再構築 

公共施設及び都市基盤施設の老朽化に対して、限りある財源の中で、各施設の質や総量の適

正化を総合的に検討し、計画的に維持・更新を進めていく必要がある。更新の際は、まちづくり全

体を視野に入れた都市の防災性の向上という視点にも着目し、災害態勢の強化につなげる。幅広

い合意形成を図りながら、必要な公共サービスを維持・向上させ、まちの魅力や文化の醸成を図り、

新たな価値を創造していくため、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の計画的な更

新と再構築を進めていく。 
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８ 施策の体系   

（１） 健康・福祉 

 

 この分野の施策は、一人ひとりの命を守り、誰もがいきいきと安心して住み続けられる「支え合い

のまち」を築いていくことを目的とする。 

 すべての市民が、その年齢や状態にかかわらず、住み慣れた地域で、本人の意思に基づいて安

心して生活が続けられるよう、保健・医療・介護・福祉など地域生活に関わるあらゆる人や関係団体

と連携した継続的、体系的な支援を行っていく。 

 国では、地域のすべての関係者が我が事として参画し、生活課題に丸ごと対応できる社会を今

後目指すべきイメージとして提示し、地域共生社会の実現を目標とした。この考え方は、武蔵野市

第五期長期計画の重点施策である「地域リハビリテーション」の基本理念と共通点が見られるもの

であり、すでに各個別計画において「武蔵野市における地域共生社会」の実現に向けた取り組み

を進めてきたところである。また、国が進めようとしている地域包括ケアシステムについても、平成12

年（2000）年に制定した「武蔵野市高齢者福祉総合条例」の理念と合致するものである。 

 そこで、本計画では、武蔵野市は、団塊の世代が後期高齢者となる令和７（2025）年をあくまで

様々な問題が顕在化する通過点と捉え、介護や医療、看取りのニーズがピークを迎える令和22

（2040）年を展望して、「まちぐるみの支え合いの仕組みづくり（武蔵野市版地域包括ケアシステム）」

を市民と行政が一体となって推進していく。 

令和22（2040）年に向けた視点として、「共生」「予防」「人材」がより重要なテーマとなる。市民一

人ひとりの困りごとを広く捉え、福祉から武蔵野の地域づくりを進めていく。 

 

基本施策１ まちぐるみの支え合いを実現するための取り組み 

我が国では、少子高齢化の進行や非正規労働者の増加など、社会保障制度を取り巻く状況が

大きく変化し、年金・医療・介護等への不安や格差の拡大、地域のつながりの希薄化等から、将来

の暮らしに関わる不安やリスクの拡大が懸念されている。本市においては、このような社会構造や

市民のニーズの変化に応えるために、地域包括ケアシステムを“まちぐるみの支え合いの仕組み

づくり”と言い換え、武蔵野市健康福祉総合計画に基づいて、誰もが住み慣れた地域で安心して

暮らしつづけられるよう取り組みを推進していく。 

 

(1)「健康長寿のまち武蔵野」の推進 

誰もが、より長く元気に暮らすことができる社会を目指して、一人ひとりが予防的な視点を持ち、

主体的に健康づくりに取り組むことを積極的に支援することで、健康寿命の延伸を図る。予防の観

点から健康診査や保健指導、がん検診などを推進し、疾病の早期発見・早期治療に努める。高齢

者は、虚弱状態（フレイル）を経て徐々に要介護状態になるため、フレイル予防や改善に取り組む。

併せて、高齢者が生きがいを持って充実した日々を送れるよう、就労機会の拡大や、趣味、文化・

芸術、スポーツを通じて自己実現を図るための主体的な活動を支援する。 

「食」に関するセルフマネジメントとライフステージの特性に応じたアプローチによる食育の推進

について総合的に取り組む体制を強化する。さらに、高齢者の口腔機能の維持・向上のための支

援を行う。 
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国は介護保険法を改正し、都道府県・市町村の地域マネジメントを指標化し、その評価に応じた

保険者機能推進交付金（インセンティブ交付金）制度を新設した。これまで様々な取り組みを進め

てきた本市においては、全国トップクラスの評価を受けるに至ったが、引き続き介護保険制度の適

切な運営を行い、保険者として高齢者の自立支援・重度化防止に向けた取り組みをさらに推進す

る。 

 

(2)武蔵野市ならではの互助・共助の取り組み 

互助・共助が地域の暮らしを支える。市民が主体的に進める介護予防や支え合いの取り組みに

ついて、多様な形をとりつつ、相互に連携し合いながら充実していくよう支援する。また、社会参加

が効果的な介護予防や健康寿命の延伸につながるという考え方のもと、支える側と支えられる側と

いう関係性を越えて、誰もが地域活動の担い手となるよう、支え合いと活躍の場を広げていく。 

テンミリオンハウスやレモンキャブといった長い間培ってきた取り組みをさらに推進するとともに、

いきいきサロンやシニア支え合いポイント制度など新たな施策の展開によって、武蔵野市ならでは

の地域で支え合うしくみを拡充する。 

シニア支え合いポイント制度については、担い手の裾野を広げるため、対象とする施設や地域

でのボランティア活動を増やしていく。対象年齢の拡大については、介護保険を財源にしているこ

となどから現状の65歳以上を前提に、市民の多様な意見を踏まえ、活動参加者の拡充を図る方法

等を検討する。 

一方で、地域住民による自主的な活動をするための場所の確保や、運営を担う人材の発掘・育

成、取り組みの周知といった課題への対応を図っていく。 

 

(3)地域共生社会の実現に向けた取り組み 

高齢者、障害者、子ども等といった区別なく、誰もがその人の状況に合った支援が受けられると

いう全世代・全対象型の包括的な支援体制を構築し、地域共生社会の実現に向けた取り組みを進

める。 

心のバリアフリーの啓発に引き続き取り組み、関係機関との連携を図りながら、障害者差別の解

消への取り組みを拡充していく。また、障害のある方も認知症のある方も暮らしやすいまちにするた

め、市民の関心と理解を深め、誰にもやさしいまちづくりを推進する。 

 

基本施策２ 生命と健康を守る地域医療充実への取り組みと連携の強化 

市内における各医療機能の整備・確保は非常に重要であることから、市町村には義務付けされ

ていない地域医療構想について、横断的課題と取り組むべき事項を整理した上で、「武蔵野市地

域医療構想（ビジョン）2017」として策定した。本ビジョンに基づき、市民の生命と健康を守る病院機

能の充実と市民の在宅療養生活を支える仕組みづくりを進める。 

医療・介護分野は、ビッグデータ利活用や医療情報のネットワーク化による情報通信技術（ＩＣ

Ｔ）、ロボット、人工知能（ＡＩ）、ゲノム解析等の技術革新による成長余力が高い分野であることから、

新技術を活用した様々な取り組みについて注視していく。 

 

(1)市民の生命と健康を守る病院機能の維持・充実 

市内における地域包括ケアシステムを医療から支える仕組みとして、市内の医療機関が役割分
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担を踏まえて連携する体制の維持、整備に努める。吉祥寺地区の病床数が減少している状況を踏

まえ、同地区の病床確保に向けた取り組みを進める。今後ますます重要となる地域包括ケア病棟

の充実を始め、救急医療や休日診療、かかりつけ医制度など市民が安心して暮らせる医療体制に

ついて、五師会をはじめ各医療機関の協力を得ながら、医療ネットワークの充実を図っていく。 

 

(2)在宅療養生活を支える医療・介護の連携 

多くの市民が自宅など住み慣れた環境での療養を望んでおり、高齢になっても病気になっても、

自分らしい生活を送ることができるよう支援する在宅医療・介護の連携を推進する。 

「脳卒中地域連携パス」や「もの忘れ相談シート」、「武蔵野市介護情報提供書」等の既存の情

報共有と連携の仕組みを活用し、多職種による支援体制の強化を図る。高齢・介護分野の「在宅

医療・介護連携推進事業」による課題解決の取り組みを、医療との連携が不可欠な障害児（者）や

精神障害者への支援体制の構築も視野に入れ、保健・医療・介護・福祉関係者の連携を強化す

る。 

 

(3)健康危機管理対策の推進 

国は、医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何らかの原因により生じる国民の生命、健康の

安全を脅かす事態に対し、必要な体制を整備して健康危機管理に取り組むとしている。市民の生

命・健康を脅かす健康被害の発生を防止し、被害を拡大させないためには、地域における行政と

医療関係機関等との緊密な連携が重要である。国内外から多くの訪問者が訪れることにも留意し

た上で、健康危機への予防対策、感染症拡大防止対策、予防接種による疾病予防を推進する。 

 

基本施策３ 安心して暮らしつづけられるための相談支援体制の充実 

市民の悩みや課題に寄り添い、ともに解決を図ることは、基礎的自治体の最も根源的な役割の

ひとつである。すべての市民が、住み慣れた地域で安心して暮らしつづけることができるよう、本市

がこれまで構築してきた小地域完結型の相談支援体制と地域による見守りネットワークをさらに充

実させる。 

 

(1)オールライフステージにわたる相談支援体制の充実とネットワークの強化 

市民の福祉に対するニーズは、多様化、複雑化しており、また、いわゆる「8050問題」など、それ

らが複合的に発生する場合があるため、制度ごとのサービス提供では対応の難しい場合が増えて

いる。相談者本人・家族支援の視点に立ち、複合的な課題を解決するため、最初に相談を受けた

機関が様々な関係機関と連携し、適切な支援につなげる。保健・医療・介護・福祉分野の多職種

連携を推進し、分野横断的な対応の仕組みづくりにより、全世代に対応した重層的な相談支援の

ネットワークを強化していく。 

ひとり暮らし高齢者がさらに増えていくことが予測される中、老後だけではなく自身の死後に関し

て不安を抱える人が増えている。自己決定ができるうちに自らの未来について考える機会を得ると

ともに、介護や医療、人生最期の過ごし方について本人の意思決定を支えるエンディング（終活）

支援事業を進める。 

子育てと介護を同時に行うダブルケア等への支援や介護離職防止のための取り組みを検討す

る。また、引きこもり当事者や家族を支援するため、引きこもりサポート事業の充実を図るとともに、
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これまで対象外であった40歳以上の方への支援についても検討する。 

母子保健分野における相談体制として、母子手帳交付時の面接や妊娠期から専門職が関わる

などの個別支援を充実させ、妊娠期からの切れ目ない支援を推進する。 

 

(2)認知症の方とその家族を支える取り組み 

認知症の方への対応は大きな課題となっている。在宅生活継続のカギを握る家族の負担が大き

く、地域における支援によって負担軽減を図ることが必要である。認知症の方が尊厳を持って地域

で安心して暮らし続けることができるよう、適時適切な支援体制を強化する。また、市民の認知症理

解の促進や地域の見守り意識の醸成を図る。 

これからの認知症施策は、「共生」と「予防」の取り組みを一層強化し、推進していく。認知症の

方やその家族が、地域住民や専門職と情報を共有し理解し合う拠点づくりを進めるとともに、認知

症の予防や早期診断に対する支援の検討を行う。 

 

(3)生活困窮者への支援 

貧困の連鎖は断ち切らなくてはならない。経済的な問題だけではなく、家族の問題や心身の問

題など、多様かつ複合的な課題を抱えている方、制度の狭間で必要な支援が届いていない方、自

ら支援を求める声を上げられない方を早期に発見し、必要な支援に確実に「つながる」よう、様々な

分野の相談機関との横断的連携をさらに強化していく。生活困窮者の自立を支援する事業を推進

し、伴走型の支援を継続して実施する。 

 

(4)障害のあるすべての人が自分らしい生活を送るための取り組み 

障害福祉の対象範囲の拡大やニーズの変化に応じて、在宅生活を支援するサービスを充実し

ていく必要がある。近年課題とされている重度の障害のある人や医療的ケアが必要な障害児（者）

を地域で支える仕組みの構築や、発達障害や高次脳機能障害への支援について質の向上を図

る。 

住み慣れた地域で自分らしく暮らしていくために、障害のある人の活動の場を広げるとともに、誰

もが参加しやすい環境の整備を進め、障害特性に応じた地域活動や余暇活動への参加を促進す

る。 

時間就労など、ゆるやかで多様な就労のあり方も含めた障害者雇用の促進に向け、障害者就労

支援センターや就労支援事業所、地域活動支援センター等とともに、多角的な側面から障害のあ

る人を支えていくことを積み重ね、障害者雇用の環境を着実に整備していく。 

 

(5)権利擁護事業・成年後見制度の利用促進 

高齢者人口の増加に伴い増えていくことが予想される認知症や知的障害、精神障害のある方な

ど、判断能力が不十分な方の権利擁護と成年後見制度の利用を促進し、本人と家族の安心につ

なげる。成年後見制度利用促進基本計画に基づき、中核機関の円滑な運営と地域連携ネットワー

クの構築を図る。 

高齢者や障害者等に対する虐待の早期発見と適切な援助が行えるよう、各関係機関の連携を

さらに深めるとともに、家族など養護者の支援にも努める。 
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(6)見守り・孤立防止の推進 

本市は、地域とのつながりが希薄になりがちなひとり暮らし高齢者が多いという特徴を踏まえ、

「見守り・孤立防止ネットワーク」を中心に、支援の必要な対象者の見守りや孤立防止の取り組みを

進める。 

また、こころの病を抱える人が増加していることから、メンタルヘルスに関する相談窓口の強化と、

適切な機関へつなぐ支援を行う。併せて、武蔵野市自殺総合対策計画を着実に実行し、自殺防

止に努めていく。 

 

(7)災害時に支え合える体制づくりの支援 

災害時に一人で避難することが困難な要介護者や障害者など配慮が必要な方について、地域

で見守り、支え合える仕組みを構築していく。引き続き、避難支援体制及び福祉避難所の充実を

図る。 

 

基本施策４ 福祉人材の確保と育成に向けた取り組み 

福祉人材の確保は喫緊の課題である。どんなに立派な施設や計画をつくっても、実際にサービ

スを提供する人材がいなければ絵に描いた餅である。高齢者等の生活を支える根幹である福祉人

材の確保・育成のための総合的な施策を推進し、量の確保のみならず質の向上に重点を置いた

取り組みを推進していく。 

 

(1)地域を支える福祉活動を担う人材の拡大 

本市が誇る高い市民力の源泉である各地域福祉活動団体は、今後ますますその役割が重要と

なる一方、活動されている方の高齢化や担い手不足といった課題に直面している。一人にかかる

負担感の軽減や人材の裾野の拡大を図ることにより、市民の主体的な地域福祉活動につなげて

いく。また、地域社協（福祉の会）、民生児童委員協議会、赤十字奉仕団、保護司会などによる地

域福祉活動に対する支援を通じて地域コミュニティの活性化を目指す。 

 

(2)誇りとやりがいを持って働きつづけるための、福祉人材の確保と育成・質の向上 

現在市内で働いている介護と看護の従事者が誇りとやりがいを持って働き続けられるよう、永年

勤続表彰や先進的な事例を共有する「ケアリンピック武蔵野」をはじめとするあらゆる取り組みを推

進する。本市は、介護保険施行時に市町村レベルでは全国初の「ケアマネジャーガイドライン」を

策定し体系的な研修会を実施するなど、介護人材の質の向上に積極的に取り組んできた。それら

の実績の上に、人材の確保と育成・質の向上を一体的に行う地域包括ケア人材育成センターを軸

に、国や都における人材確保策との連携や役割分担など広い視点に立って、障害や保健分野を

含めた武蔵野市の福祉を支える人材に関する多様な取り組みを検討する。 

また、今後増加が見込まれる介護分野等の外国人材の支援を検討する。 

 

基本施策５ 新しい福祉サービスの整備 

高齢者や障害者をはじめ誰もが住み慣れた地域で、自分らしい生活を継続することができるよう、

必要な基盤整備を計画的に進めていく。本市の地域特性に合わせて、地域共生社会に対応した

「小規模」・「多機能」・「複合型」をキーワードに多世代型の新たなサービス及び施設を整備する。 
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(1)地域共生社会に対応したサービスの提供 

今後さらに高まる医療や介護のニーズに対応した多機能なサービスと施設の充実を図るとともに、

本市の地域特性に合わせて、国有地や都有地を活用した新たなスキームによる施設整備を進め

る。 

介護老人保健施設や障害者グループホームの整備など福祉サービスを巡る環境が変化しつつ

ある桜堤地域において、より一層有機的に機能するよう、桜堤ケアハウスのデイサービスセンター

を転用し、障害児向けサービス事業を新たに実施することについて検討を行う。 

 

(2)新たなニーズに対応するための福祉サービス再編の検討 

超高齢化社会を迎え、社会保障関連費が増大する中、福祉サービスの持続可能性は予断を許

さない状況である。今求められているニーズと未来への投資を実現していくため、限られた資源を

最大限有効に活用していく。 

公共施設の維持管理及び更新については、真に必要なサービスを持続的に提供できるよう計

画に基づき整備を行う。保健センターは、昭和62（1987）年に開設し、30年が経過している。大規

模改修が長期にわたることを考慮して、一時移設を視野に入れ、その影響を十分検討して進める。 

また、（公財）武蔵野市福祉公社と（社福）武蔵野市民社会福祉協議会との統合に向けた事業

連携を引き続き推進する。 

 

 

（２）子ども・教育              

 

この分野の施策は、子ども自身が、一人ひとりがかけがえのない存在として認められ、各人の個

性が尊重された成長・発達ができ、安心して子どもを産み育てられるよう環境を整備し、子どもと子

育てを応援するまちの実現を目的とする。 

子どもたちが希望を持ち健やかに過ごせるまちづくり、子育て世代への総合的支援、子どもと子

育て家庭を地域社会全体で応援する施策の充実、子どもの「生きる力」を育むための施策を推進

していく。 

 

基本施策１ 子どもたちが希望を持ち健やかに過ごせるまちづくり  

すべての子どもは、一人ひとりの個性に応じた、健やかな成長が保障されなければならない。し

かしながら、核家族化の進行や共働き世帯の増加、経済的な不安定さ等の要因により、社会全体

で子育ての負担感が増大している。子どもたちが希望を持ち健やかに過ごせるまちづくりを目指し、

子どもと子育て家庭に届く施策を展開する。 

 

(1)子どもと子育て家庭を包括的に支援する体制の整備 

子どもと子育て家庭に対しては、子どもの発達や成長段階に応じた適切な支援を行う必要があ

る。一方で、さまざまな支援者が専門的に関わることは、ライフステージごとに支援に切れ目を生じ

させる要因ともなりうる。 

これまでの産前・産後支援の取り組みに加えて、妊娠期からの切れ目ない支援・相談体制とし
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て、保健・医療・福祉・教育等の関係機関の連携により、子どもと子育て家庭を包括的に支援する

体制を整備する。 

 また、みどりのこども館については、国の構造改革特区を活用して児童発達支援センターとして

位置付け、それぞれの子どもの発達段階に応じた支援体制を強化する。 

関係部署による機能連携の評価・検証を行い、多様な部門間における情報共有とより高度な連

携体制を構築するために、子どもと子育て家庭への支援に関する新たな複合施設の必要性につ

いて検討を行う。 

 

(2)それぞれの環境に応じたきめ細やかな子ども・子育て家庭への支援 

子どもの将来が貧困等の環境要因に左右されることがないよう、一人ひとりの子どもの状況に応

じたきめ細やかな支援が必要である。関係部署及び関係機関、地域の民間団体の支援活動との

連携の仕組みを構築し、複合的な支援を行う。また、利用者が、自身のニーズに合わせてサービス

を選択できるような多様な事業のあり方を検討する。 

ひとり親家庭は、子育てと生計を一人で担わなければならず、様々な困難がある。引き

続き経済的支援を行うとともに、経済的に自立できるよう就業支援等を行う。また、生活

の安定のために、ホームヘルプサービスなどの日常生活支援を行う。 

 

(3)児童虐待の未然防止と対応力の強化 

児童虐待・養育困難家庭に対する支援について、相談体制をさらに強化する必要がある。子育

て支援ネットワークにおける情報共有を行いながら、多機関での連携を強化し、支援の充実を図る。

また、児童虐待を未然防止する啓発活動等を引き続き行っていくとともに、それでも児童虐待は起

こりうるという認識のもと、相談体制を強化する。 

 

基本施策２ 安心して産み育てられる子育て世代への総合的支援      

父母・保護者には子育てについての第一義的責任があるとともに、行政には父母・保護者が子

育てを適切に行える環境整備をおこなう責務がある。市は、教育・保育・子育て支援施設、地域団

体・NPOなどが連携・協力して、妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行う社会的責任を果たす。

安心して産み育てられる環境を整備し、子育てしやすいまちづくりを進める。 

 

(1)多様な主体による子育て支援の充実と連携の強化 

多様な子育て支援ニーズに対応するため、地域の子育て支援の核となる利用者支援事業を実

施する0123施設を中心に、地域の子育て支援拠点施設とコミセン親子ひろばや子育て支援団体

等が連携できる仕組みづくりが必要である。 

利用者支援事業を武蔵境地区でも新たに実施し、市内３駅圏ごとの連携を強化するとともに、子

育て支援アドバイザーを活用した市全体のネットワークづくりを進める。 

 

(2)誰もが希望する保育施設に入園できる施策等の推進と保育の質の確保・向上 

待機児童対策については、誰もが希望する保育施設に入所できるよう、地域ごとの保育ニーズ

を把握し、必要な地域に適切な規模の保育施設を整備していくとともに、認証保育所の認可保育

所への移行など既存施設の活用も合わせて検討していく。 
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保育施設の利用者の増加にともない、病児・病後児保育への利用ニーズも増えていることから、

その利便性の向上及び充実のための方法を検討していく。 

保育の実施責任のある基礎自治体の責務として、保育アドバイザー等巡回支援や指導検査の

強化を図るとともに、既存施設向けの実務研修や、新規保育所における開設前研修の実施等を通

じて、保育の質の確保・向上を図る。 

 

(3)地域子ども館事業の充実 

すべての就学児童が放課後等を安全に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、地域子ども館事

業の現状を評価するとともに充実させる。 

あそべえについては、夏季休業期間に高学年の来所が増加することから、高学年用開放教室

の確保を検討する。 

学童クラブについては、低学年児童の待機児童を出さないよう、学校敷地内及び隣接地での整

備を行う。また、学校長期休業中の一時育成事業について検討を進める。 

 

(4)子どもの医療費助成の拡充 

すべての子どもが健やかに成長することができるよう、乳幼児及び義務教育就学児医療費助成

制度を引き続き実施する。 

18歳までの子どもの医療費についても、子どもの保健の向上と子育て家庭の経済的負担を軽減

し、必要な医療を安心してうけられる環境を整備するため、所得制限なく無償とする仕組みを検討

し、制度の導入を目指す。 

 

(5)子ども・子育て支援施設のあり方検討 

市立保育園については、市内の保育の状況や外部有識者など幅広い意見を踏まえて、その役

割とあり方の検討を進める。 

桜堤児童館については、現在の事業に加え、未就学児を対象とした事業を拡充する。 

各子育て支援施設については、公共施設等総合管理計画の改定を踏まえ、計画的な維持・更

新のための方針を策定し、整備を進める。 

 

基本施策３ 子どもと子育て家庭を地域社会全体で応援する施策の充実    

次代を担う子どもたちを健全に育成するという目標と実践を、地域社会全体で共有していくこと

が必要である。市民、企業や店舗、子ども・子育て関係団体など、多様な主体による事業を展開し、

地域社会全体で子どもと子育てを応援するまちの実現を目指す。 

 

(1)まちぐるみで子どもと子育てを応援する事業の推進 

地域社会全体で子どもと子育てを応援する機運の醸成を図ることを目的とした事業として、妊婦

面接における「子ども・子育て応援券」の配布をはじめ、地域社会で子育て支援に関わる団体、施

設、専門機関や行政等による連携の仕組みである「子育てひろばネットワーク」の構築、子育て応

援サイト「むさしのすくすくナビ」や子育て支援情報誌「すくすく」等による情報発信、地域で子育て

支援活動を実施する団体への活動補助等を行ってきた。このような「まちぐるみで子どもと子育てを

応援する事業」を、分野の枠を越えて推進する。 
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(2)保育人材等の確保と育成 

保育の担い手である保育人材の確保については、潜在保育士の活用などの対策を検討す

る。また、保育施設だけでなく、今後需要の増加が見込まれる学童施設での人材確保を併

せて行っていく。 

児童虐待・養育困難家庭への支援については、課題が困難化・複雑化してきている。家

庭への適切な支援を行うことのできる相談員の育成を進める。 

 

(3)子ども・子育てを支える地域の担い手の育成 

ファミリー・サポート・センター事業のサポート会員や子育てひろば事業のボランティ

アスタッフの養成講座など、地域の子育て支援人材の発掘や育成、活動継続のための支援

を引き続き行っていく。 

青少年問題協議会地区委員会の活動への支援を充実し、市民の理解と参加促進を図る。また、

青少年の段階から地域活動に参加する機会をさらに充実させ、地域団体等との関係づくりを行うこ

とで、次世代の担い手を育成する。 

 

基本施策４ 子どもの「生きる力」を育む  

子どもは、様々な環境と関わり、経験を積み重ねることで、身近な社会生活、生命及び自然に対

する興味が養われ、「生きる力」を身に付ける。 

 子どもが、その多様性を尊重されながら、遊びや体験を含めた様々な学びにより、新しい時代に

必要となる資質・能力を育み、自ら課題に気づき、他者と協働しながら課題を解決していく力が身

に付くよう、多様な施策を推進する。 

 

(1)「生きる力」を育む幼児教育の振興 

幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う大切な時期である。幼稚園、保育所、認

定こども園など幼児教育の担い手は、研修等で互いに連携しつつ、保育者の資質・専門性

を向上させ、幼児期の子どもに望ましい発達を支える取組みを行う。また、幼児教育及び

子育て支援事業の向上などのために、私立幼稚園に支援を行う。 

 

(2)青少年健全育成事業の充実 

自然体験や地域活動を多く体験した人は、大人になってから、意欲・関心や職業意識が高い傾

向にある。むさしのジャンボリー事業、家族ふれあい自然体験事業、ハバロフスク市青少年交流事

業、プレーパーク事業など、体験活動を大切にする事業を引き続き実施しつつ、事業の充実を図

る。 

社会生活を円滑に営むうえでの困難を有する青少年に対して、生活、学習、就労等の支援を充

実するとともに、青少年が自由に来所でき安心して過ごすことができる居場所についても検討を行

う。 

 

(3)全ての学びの基盤となる資質・能力の育成 

 「生きる力」を支えるあらゆる学びの基盤である言語能力、情報活用能力やコミュニケーション力
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等の資質・能力を育成する取組みとして、授業におけるＩＣＴ機器の活用拡大や、英語を使いこな

す基礎を養うための教育の充実などを図る。 

 

(4)多様性の理解と市民性を育む教育 

 多様性を理解し、尊重できる資質・能力を育成するため、各教科等の学習の中で多様な人々と

ふれあう機会をできるだけ多く設定する。 

また、子どもがよき市民として、互いの違いを認めつつ、社会の一員として、よりよい地域・社会

づくりに参画していく資質・能力を育成するためのシチズンシップ教育として、教育課程に「武蔵野

市民科」を位置づけ、「自立」「協働」「社会参画」の視点から市民性の育成を図る。併せて、武蔵野

市民科と関連が深いセカンドスクール等長期宿泊体験活動について、より効果的なあり方を検討

する。 

 

(5)一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実 

 インクルーシブ教育システムの理念を追求するためには、教員や保護者、地域住民がこの理念

を理解し、児童生徒の自立と社会参加を見据えて、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、

特別支援学校などの連続性のある多様な学びの場を用意するとともに、相互の交流および共同学

習を推進する必要がある。 

 本市の実情を踏まえた特別支援教室の運営体制の強化、障害種別ごとの特別支援学級のあり

方の検討、特別支援学級における小中連携の推進等を行い、一人ひとりの教育的ニーズに応じた

指導・支援の充実を図る。また、新設される児童発達支援センターと教育委員会や学校との連携を

強化し、就学前後での切れ目のない支援を行う体制を構築する。 

 

(6)不登校対策の推進と教育相談の充実 

 不登校児童生徒が増加する一方、発達障害、虐待、貧困など子どもや家庭に関する課題は多

様化、複雑化し、教育支援センターが果たす各機能の強化が求められている。 

 不登校であっても教育機会を確保できるよう児童生徒へのサポートとして、スクールソーシャルワ

ーカーや登校支援員の配置を拡充し、学校と家庭への支援を強化する。さらに、チャレンジルーム

の拡充やフリースクールとの連携強化など、多様な学びの場を確保するための検討を行う。 

 また、教育支援センターと本市における子育て世代を包括的に支援する体制づくりとの整合を図

りながら、相談支援体制を強化する。 

 

(7)教育力の向上をもたらす教職員の働き方の追求 

学校が抱える課題が増大し、教員の多忙化が社会的な問題となっている。教員の授業準備の

時間および子どもと向き合う時間を十分に確保するため、市講師の配置、副校長等事務補助の配

置拡大等を行う。また、部活動については教員の多忙化解消のみならず、活動の持続可能性およ

び質を担保するため、部活動指導員の配置拡大や合同部活動のモデル実施、地域スポーツクラ

ブ化および地域の生涯学習事業としての実施への研究などを行う。 

 

(8)質の高い教育を維持するための人材の確保と育成 

東京都においては教員志望者が減少する一方で産育休代替教員等の需要が高まり、市区町村
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における指導力の高い教員の確保が大きな課題となっている。 

教育アドバイザーによる研修・指導等をより充実させ、授業力の維持・向上を図るとともに、市講

師の効果的な配置により学級担任の教材研究の時間を確保するなど、教員がやりがいや誇りを感

じられるよう、教員へのサポートを拡充する。また、指導力の高い人材を新たに確保するために、本

市の教育の魅力を積極的に発信していく。 

 

(9)学校と地域との協働体制の充実 

地域社会のつながりが希薄となり、家庭が孤立する中で、学校をめぐる課題が困難化している。

今後も子どもの豊かな成長を支えるために、開かれた学校づくり協議会を発展させるなど、学校運

営における学校、保護者、地域住民の連携・協働をより推進できる体制づくりについて検討する。

同時に、教育活動を支える地域コーディネーターおよびＰＴＡ等については、負担を軽減し、持続

可能な活動とするため、地域と学校が子どもに対して、どのような資質・能力を育むかという目標を

共有して「連携・協働」する体制へ発展させるための検討を行う。 

 

(10)学校改築の着実な推進と安全・安心かつ適切な教育環境の確保 

 学校施設の老朽化が進み、令和２（2020）年以後、市立小中学校は更新時期を迎える。 

学校施設整備基本計画（仮称）に基づき、各学校および地域の実情に合わせた多機能化および

複合化を検討しながら、着実な整備を進める。 

また、改築するまでの施設についても、計画的な予防保全を継続するとともに、教育的ニーズの

変化および自然災害リスク等外的要因にも適切に対応し、良好な教育環境を確保する。 

 給食調理施設については、学校給食を安定的に供給するため新桜堤調理場改築を着実に進め

るとともに、学校教育における食育推進のため、学校改築に合わせ小学校の自校調理施設の整

備を進める。 

 

（３） 文化・市民生活 

 

この分野の施策は、平和な社会を維持しつつ、災害や危機に強いまちづくりを継続し、市民が

安全・安心に暮らしていくことできるよう、コミュニティの発展と活性化、生涯学習やスポーツの充実、

産業振興などを進め、市民文化のさらなる成熟化を目的とする。 

市民自治の歴史を継承し、多様に取り組まれてきたコミュニティ活動が、より持続的・発展的に展

開されるよう支援することで、さらなる活性化を目指す。同時に、持続可能な地域社会を念頭に多

様性の理解や国際交流の推進、産業振興などを進め、このまちにつながるすべての人にとって魅

力的で価値あるまちづくりを推進する。 

 

基本施策１ 多様性を理解し尊重しあう平和な社会の構築  

平和な社会とは、戦争がないだけでなく、互いに人として尊重されることによって実現され、心豊

かで穏やかな市民生活をもたらすものである。本市は、航空機エンジン工場である中島飛行機武

蔵製作所があったことで、第二次世界大戦中に本土空襲の最初の目標地となった歴史を持ってい

る。その歴史がもたらした平和に対する強い思いがまちをつくりあげ、現在の豊かな文化の基礎と

なっている。 
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すべての人が、性別、性自認、性的指向、国籍、文化、障害のあるなし等に関わらず、その個性

と能力を活かせる環境をつくることは、生涯にわたりいきいきと、豊かで安心して生活することができ

る地域社会をつくる上で重要な要素である。 

引き続き、一人ひとりの命と人権が守られる真に平和な状態を保ち、多様性理解を大切にする

社会を構築していく。 

 

(1)平和施策の推進 

戦後70余年が経過し、戦争体験者が高齢化し、直接当時の証言を聞く機会が限られていく中、

戦争の悲惨さと平和の尊さを次世代に伝えていくため、引き続き戦争体験の伝承を継続してい

く。また、中島飛行機武蔵製作所が本市にあったことを地域の視点から後世に伝える資料を、武

蔵野ふるさと歴史館や図書館等と連携しながら利活用し、平和に関する学習や交流を推進して

いく。 

 

(2)多様性を認め合う社会の構築及び男女平等施策の推進 

一人ひとりの多様性を認め合い尊重し合う社会を構築するために、引き続き市民の人権意識

の向上や、若年世代からの意識啓発に努めるとともに、ＬＧＢＴやＳＯＧＩなどの理解に向けて取り

組む。その上で、同性婚等の多様な家族を公的に認めるパートナーシップ制度の導入も含めて、

当事者にとって望ましい支援について検討する。 

 

(3)在住外国人の支援 

国内では在住外国人が増加傾向にあり、本市においても増加や国籍の多様化がみられる。

定住化により、育児、教育、福祉、医療、防災等新しい分野での言語通訳ニーズや労働環境に

おけるトラブルの相談等が生じている。これらの実態を把握し、庁内外の関係機関と情報共有・

連携をした上で、必要な生活支援、コミュニケーション支援を図る。また、本市において外国人

サポートを担っている（公財）武蔵野市国際交流協会の会員や地域における協力者の獲得を目

指す。 

 

基本施策２ 災害への備えの拡充 

今後30年以内に70％以上の確率で首都直下地震等の発生が予想されている中、生命を守る取

り組みが重要な課題である。様々な啓発活動や訓練、支援により市民防災力の向上を図り自助・

共助の力の活用と市の災害対応力及び多様な機関との連携を強化し、災害による影響を最小限

に抑える。また、住宅や緊急輸送道路沿道建築物等の耐震化促進、無電柱化への取り組み等を

通じて減災に向けたまちづくりを一層推進していく。そして、災害時に発生する多様な課題への対

処と災害後の都市の機能の維持と速やかな復旧、復興を行えるよう、都市復興のあり方・進め方に

ついても検討する。 

 

(1)防災力の向上 

災害から生命を守るために、地震発生直後の人的被害を減らす取り組みとして、災害時医療体

制の強化と道路ネットワークの確保を行う。その後の震災関連死を減らす取り組みとして、避難所

の環境整備、自宅での生活継続者への支援体制の強化、要配慮者トリアージ訓練などの災害時
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要配慮者対策の推進、ライフラインの代替手段の確保を行っていく。 

自助・共助・公助による地域防災力向上に向けて、地震や火災から身を守るために家具転倒防

止器具や住警器、感震ブレーカーの設置や消火器購入などの取組みを推進する。被災後の生活

のために家庭での備蓄や帰宅困難時の備え、避難先の確保等を推進していく。自主防災組織の

設立支援及び活動支援を推進し、地域住民の連携による災害対応力の強化を図る。 

市の災害対応力の強化のために災害対応マニュアルの整備や訓練による職員の能力向上、必

要な設備、資機材の整備を進める。多様な主体との連携を強化し、協定の締結やその後の災害対

応活動の具体化を図るとともに効率的・効果的に支援を受け入れる体制を整備するため受援計画

を策定する。 

消防団は、大規模災害時をはじめとして、地域の安全確保のために大きな役割を果たしている。

災害時の対応力を強化するため、消防団の訓練・資機材・装備品・活動拠点等の充実を図る。 

これらの対策を実現するためにも、近年の災害等の教訓や帰宅困難者対策を踏まえ地域防災

計画に反映していく。 

台風やゲリラ豪雨による風水害等について、安全・安心な道路交通環境を確保するため、パトロ

ール及び情報収集体制の強化、都・近隣自治体・民間事業者との連携を図り、道路の損傷や冠水

等の危険箇所における早期対応のための連絡・実施体制を整備する。 

 

(2)減災に向けたまちづくり 

市内の住宅の耐震化率は目標値95％（令和２（2020）年度末）に対して約90％（平成30（2018）

年度末）となっている。木造住宅の耐震化は着実に進捗してきたが、合意形成等の課題を抱える

分譲マンションは耐震化が進んでいない。引き続き、耐震化の啓発活動を行っていくとともに、

個々の課題を把握した上での専門家派遣等、総合的な支援や助成制度のさらなる拡充を検討し

ていく。 

一方、特定緊急輸送道路の路線の耐震化率は約80％で、対象建築物の耐震化率は約45％

（平成30（2018）年２月末）となっている。対象建築物に対し、耐震化費用の一部助成するだけでな

く、課題となっている合意形成や移転の問題に対するアドバイザーの派遣等の支援をおこない、耐

震化を促進していく。また、無電柱化も推進し減災に向けたまちづくりを進める。大規模災害時に

起こりうる火災に対して延焼防止のために、防火水槽の整備を引き続き進める。大切なインフラで

ある水道事業についても震災時に迅速な応急給水や応急復旧が行わるように体制を整備する。 

 

(3)災害復興への取り組み 

これまでは災害予防の取り組みを重点的に進めてきたが、災害後の復興については、長い期間

を要するほか、大規模かつ総合的な施策が必要となり、円滑な復興を進めるためには、基本的な

考え方や、具体的な施策、体制などについて、あらかじめ十分に検討をしておく必要がある。災害

発生後は、技術的・組織的・財政的な課題などの多くの検討事項が生じるため、様々な部署と連携

しながら都市・住宅・くらし・産業の４つの復興課題を整理し、本市に適した災害復興のあり方、進

め方を検討し、災害復興マニュアルを策定する。 

 

基本施策３ 安全で安心なまちづくり 

市内の刑法犯認知件数は、平成14（2002）年のピーク時に比べて約３分の１に減少しており、ま
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ちの安全は確実に向上している。一方、市民アンケートの回答では、体感治安向上の項目が微増

にとどまっているため、適切な方法での情報提供や、「見せるパトロール」の推進、「地域ぐるみで

の防犯力の向上」等により、安心を実感できるまちづくりを一層進める必要がある。 

また、特殊詐欺、テロ、サイバー犯罪等は近年ますます巧妙化、広域化している。警察署、商店

会、市民等の関係機関・団体と連携し啓発や対策、訓練等を実施し、被害の最小化を図っていく。 

 

(1)安全安心なまちづくり 

安全で安心なまちづくりを推進するために、ホワイトイーグル、市民安全パトロール隊、防犯協

会及び自主防犯組織などと連携し犯罪抑止に努める。地域社会全体で「ながら見守り」「地域のパ

トロール活動の市民への認知度向上」を図り、体感治安の高いまちづくりを進める。また、環境浄化

特別推進地区等における商店会や事業者などの自主的な防犯活動を支援し、違法な客引き・スカ

ウトや風俗営業、道路上に張り出した看板指導などを、ブルーキャップ、警察、市民が一体となっ

て実施することで、良好な環境の確保を図り、市民や来街者などの安心感を高める。加良好な環

境の確保を図り、市民や来街者などの安心感を高める 

国際化や情報化の急速な進展により、テロやサイバー犯罪、パンデミック（世界的な範囲にわた

る感染症の流行）等の発生が予想されることから、これらテロ対策訓練や新型感染症に対する訓練

などを継続的に行い、警察、消防や保健所等関係機関との連携を深め、危機管理能力の充実を

推進していく。 

 

(2)消費生活の安定と向上 

都内における振り込め詐欺などの特殊詐欺の被害件数は高水準にある。これらの詐欺被害の

抑止には高齢者のみならず、家族や友人知人などへの周知、啓発活動を行う必要があることから、

警察、商店会、金融機関など関係機関・団体と連携し、イベントなど様々な機会をとらえて被害抑

止を図っていく。あわせて、自動通話録音機の無償貸出なども引き続き実施していく。 

特殊詐欺のほか、マルチ商法などの悪質商法による被害も若者から高齢者まであとを絶たない。

また、2022年４月から成年年齢が18歳に引き下げになることから、若年者への消費者教育の重要

性が高まっている。悪質商法による被害を防止するために消費生活相談のリーフレット配布や学校

等での出前講座、FM放送や被害未然防止街頭キャンペーンなどを継続して行っていく。 

 

基本施策４ コミュニティの活性化 

本市では、コミュニティ構想に基づき、コミュニティセンターを中心とした市民による自主的なコミ

ュニティづくりが進められるとともに、防犯・防災、福祉、子育て支援、青少年健全育成、まちづくり

等の幅広い分野で、市民が自主的に行う活動や市民と行政が協力しながら行う活動が重層的に

展開され、多くの成果が積み上げられてきた。一方、個人情報に関する取扱いや、安全・安心に対

する取り組みの強化、ＩＣＴ技術への対応など、担い手の不足も相まってコミュニティ運営はその難

易度が高まっている。 

市民同士の語らいや市民活動団体同士の相互連携によって互いの知恵と経験を重ね合わせな

がら、これまで積み上げてきた成果を未来へとつなげていく。 

 

(1)市民同士の語らいや連携による豊かなコミュニティの醸成 
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コミュニティ評価委員会における、これまでのコミュニティづくりの評価、地域フォーラムやコミ

ュニティ未来塾の振り返りを踏まえ、今後も継続して市民同士の語らいが生まれるような機会の創

出や、行政による支援策を検討する。また、地域における多様な活動がコミュニティセンターを拠

点として行われ、互いに連携し、協力しあいながら展開されるよう、コミュニティセンターに必要な

機能について検討する。 

  

(2)市民活動支援策の検討 

地域に多様な市民活動が生まれ、それらが発展していくことで、地域は彩り豊かになっていく。

そのためには活動のきっかけづくりや相談機能、団体相互のつながりが生み出される環境の整

備が重要となる。行政、武蔵野プレイス、（社福）武蔵野市民社会福祉協議会による連携を強め

るとともに、より効果的な支援策を検討していく。 

 

基本施策５ 文化の醸成 

本市においては、市民の高い意識を伴った自発的な活動によるまちづくりが行われ、そこで醸

成された豊かで多様な市民文化を土台に、商業地の特徴ある形成や私有地を含む緑のまち並み、

クリエーターや研究者の集積、それらを支える事業者の展開等によって、武蔵野市を特徴づける

都市文化も形成されてきた。 

今まで築き上げられてきた文化を、これからも大切に守り育て、発展させていくとともに、住む人、

働く人、来街者、事業者のいずれにとっても魅力あるまちであり続けるよう、今後も文化の醸成に努

めていく。 

 

(1)文化振興基本方針に基づく文化施策の推進 

平成30（2018）年度に本市で初めて策定された文化振興基本方針は、芸術文化的な視点をあら

ゆる分野に提供することによって、武蔵野市の文化の発展を目指すものとしている。方針に基づい

て文化施策を推進するため、方針の共有・浸透、振り返りのための体制をつくり、文化事業等に関

する情報収集・提供方法の検討、評価方法の研究を行うとともに、これからの文化施設が担うべき

役割や機能等について検討する。また、市民と行政が一緒になって文化振興のあり方を考える機

会を持ち続けるため、民間・教育機関等と連携した事業の検討を行う。 

市民にとっての文化の享受と発信に、（公財）武蔵野文化事業団と（公財）武蔵野生涯学習振興

事業団の活動が寄与することがますます期待される。両事業団のもつ資源を有機的に結びつけた

効果的な事業展開による更なる文化の発展を図るため、統合に向けた取り組みを支援する。 

 

(2)東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等のレガシーの創出と継承 

東京2020大会は、スポーツの祭典であるとともに文化の祭典でもあり、スポーツや文化を中心

として人々の生活の成熟度を高めていく効果がある。本市においても東京2020大会を契機にこ

れまで取り組んできた、障害の有無に関わらず親しめるスポーツ環境・芸術環境の整備や、国際

交流、小中学校体験授業支援、市政情報や観光情報の外国語対応などをレガシーとして残し、

豊かな市民文化を醸成していく。 

 

(3)都市観光の推進 
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東京2020大会後も本市への訪問者数を増加させるため、インバウンド向け観光メニューを開発

するとともに、市内の企業及び東京都や近隣自治体等とも連携し、広域による交流人口拡大のた

めの新たな魅力創出を図る。また、観光ガイドの育成のために市民ボランティア団体等との連携を

検討する。来街者がまちの魅力に触れる機会を増やすことにより、本市への訪問者の増加を目指

す。 

 

(4)都市・国際交流事業の推進 

本市は海外６都市、国内９都市との間で、友好都市交流関係を結んでおり、海外交流事業につ

いては、青少年を中心とした海外友好都市との相互交流を推進する。ルーマニア・ブラショフ市に

設置している「日本武蔵野センター」については設立21年を経過しており、あり方を見直し新しい

交流の形へと展開していく。 

また、国内友好都市交流事業の拠点として設置しているアンテナショップ麦わら帽子については、

改めて設立当初の理念に立ち返り、その後の小売業を巡る環境変化や経営状況を踏まえ、交流

の基盤としてのあり方を、友好都市等を交えて多角的に見直し検討する。 

 

基本施策６ 多様な学びや運動・スポーツ活動の推進                          

人生100年時代の到来といわれ、学びの目的や学び方、学びの質など一層多様化してきている。

また、それぞれ置かれた立場や境遇によって、学び方の濃淡がうまれている。 

この現状を把握し、従来の講座等による受動的学習のみならず自主的に行う様々な能動的な学

びをすすめ「参加と学び」の循環を作り出すことで、成熟した生涯学習社会の実現を目指す。また、

生涯学習と学校教育のボーダーレスな連携を進めていく。今後も、武蔵野地域自由大学や武蔵野

地域五大学との連携を行いながら市民に学びの場を提供していく。 

ラグビーワールドカップ2019大会、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等に向けて高

まったスポーツに対する機運を、大会終了後も引き続きレガシーとして残し育み、市民が地域で気

軽にスポーツや運動を楽しむための環境を整備する。 

 

(1)生涯のライフステージを通じた学習活動の充実 

多彩な生活形態や長寿社会に伴うさまざまなライフスタイルにより、求められる学びの方法とその

内容は多様化している。ダイバーシティ（多様性）やインクルーシブ（社会的包摂）な社会を進める

ため、ＩＣＴを活用した生涯学習に関する情報の収集・提供をすすめる。また、ライフスタイルに適し

た学び場の提供などを検討していく。引き続き、誰もが学ぶことができる環境の整備を推進する。 

 

(2)文化財や歴史公文書の保護と活用 

これまでに市では多くの歴史・文化に関する資料を調査・収集保存し、併せて文化財の指定を

行うなど文化財を広く周知してきた。今後も文化財の利活用を行っていくとともに、収蔵資料の価

値づけを行う。 

また、歴史公文書に関しては、平成26（2014）年収蔵の旧永年文書の選別を完了させるとともに、

市の歴史文化を次世代に伝えていくため、公文書館機能を強化していく。 

 

(3)図書館サービスの充実 



 

40 

 

図書館では、多様な資料の収集提供、読書支援、調べ物支援など、図書館ならではの役割で

ある「読む」楽しみ、「知る」楽しみを実感できる図書館を目指し、各館の地域特性を活かした資料

収集や新刊ベストセラー書籍の複本購入の抑制など、蔵書方針の見直しを行う。また、インターネ

ット接続環境の向上、オンラインデータベースなどの電子資料へのアクセスの拡大、市民のサービ

ス水準を確保するための市民と市外登録者のサービス内容などについて検討する。 

また、子どもたちが読書に親しみ本を通じて得た豊かな知識を社会生活に活かしていけるよう、

乳幼児からの切れ目のない読書活動支援や学校図書館との連携を進めるため、子ども読書活動

推進計画を改定する。 

中央図書館については、その役割を果たすための最適な運営形態について、指定管理者制度

を導入した分館の状況等も踏まえて検討する。 

 

(4)国際スポーツ大会のレガシーを活かしたスポーツ振興 

スポーツには、健康増進、レクリエーション、コミュニティの形成、気分転換など多くの効果がある。

自身がスポーツをする以外にも、観戦する楽しみなど、スポーツに求める価値は多様化している。

子どもから大人まで、障害の有無にかかわらず、誰もが自由にスポーツを楽しみ、充実した生活を

送ることができるよう機会の提供を行う。竣工後30年が経過する総合体育館、陸上競技場等の施

設は大規模な保全・機能改善の工事が必要な時期を迎えるため、整備・更新する。プールについ

ては特に老朽化が進んでいるため、再整備のあり方について研究する。旧桜堤小学校跡地は、桜

野小学校の児童数の増加への対応のため第２校庭として利用した後、武蔵境圏へのスポーツ広

場として整備をする。 

 

基本施策７ まちの魅力を高め豊かな暮らしを支える産業の振興 

本市は緑豊かな住宅都市であるとともに、商業施設や飲食店が集積し、広域的な集客力を持つ

吉祥寺を有し、市民のみならず多くの人々に親しまれるまち、多様な文化を発信するまちとして発

展してきた。 

この特性を活かした都市型産業を育成し、誰もが安心して暮らし、働き、楽しむことのできるまち

として、取り巻く環境が時代とともに変化する中で選ばれ続けるため、都市や地域の抱える様々な

課題に市民・事業者・関係団体・市が一体となって取り組んでいく。 

 

(1)産業の振興 

近年、少子高齢化を背景に商店街の衰退や中小規模事業者の後継者不足、賃料の高騰等、

市内の産業を取り巻く課題や、ＩＣＴ化の進展、外国人労働者の増加など社会環境の変化が顕著

となっている。このような市内産業の実態把握を継続しつつ、創業支援や事業承継等を中心とした

産業振興全般について具体的な施策を検討する「むさしの産業サポートネット（仮称）」を設置する。

さらに、高齢者等の買い物に不便を感じている市民への支援策も検討する。 

また、アニメーション・映画・音楽・漫画等のコンテンツに関わる事業者等が異なる分野の事業者

等と連携することで、新しいビジネスチャンスやまちの魅力の創造や発見につながることが期待で

きることから、関心・意欲のある事業者等で構成するコンテンツ事業者等連絡協議会（仮称）の設

立を図る。また、武蔵野市ふるさと応援寄附（ふるさと納税）を活用した市の魅力発信や地域の産

業振興を図る。 
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(2)農業の振興と農地の保全 

将来にわたり市内における農業を継続するため、現行生産緑地農地が新制度である特定生産

緑地農地に漏れなく移行されるよう所有者への周知と説明を行う。また、後継者の育成について関

係団体、行政等による支援を進める。 

農地は生産の場とともに災害時の避難場所や延焼遮断機能、雨水の涵養など都市における貴

重な役割も担っている。新たに都市農地貸借円滑化法が施行され、市内の農地についても貸借

の道が開けたことを踏まえ、関係団体等と貸借の仕組みを検討し、農地の保全を図る。相続に伴う

農地減少への対応についても研究を進める。 

 

(４) 緑・環境 

 

この分野では、地球規模の環境の変化を的確に捉えながら、本市における象徴的な魅力の一

つである緑をはじめ、水やエネルギーなどの資源を、確実に守り、次世代に引き継いでいくことで、

持続可能な環境都市の実現を目指していく。 

また、地球温暖化による気候変動や社会・経済状況の影響を受けたライフスタイルの変化がスピ

ードを増している中、環境に関わる各主体の新たな連携や協働の可能性を模索しながら、環境と

調和したまちづくりを進めていく。 

 

基本施策１ 市民の自発的・主体的な行動を促す支援 

私たち人間の活動によって生じる温室効果ガスにより、地球温暖化は確実に進んでいると考え

られる。日々変化する環境問題に対応するには、私たち一人ひとりが自らの問題として認識し、環

境に配慮した行動を実践することが必要不可欠であるが、こうした活動を継続的に行っていくには

個々の活動だけでは限界がある。必要な情報を迅速に発信することや、活動に参加しやすい仕組

みづくり、各主体が連携できるような場や機会の提供など、様々な手法で活動を支援することで、

環境に配慮した行動を促していく。 

 

(1)刻々と変化する環境問題への対応 

これまで実施してきた環境啓発の取り組みにより、省エネやごみの分別の実践など、基本的な環

境配慮行動は定着しつつあるが、それを上回るペースで地球環境問題は日々刻々と変化している。

こうした変化を的確に把握しながら、必要な情報をリアルタイムで市民や市民団体、企業等に提供

し、共有することで、その時々に見合った環境啓発の取り組みを、多様な主体と連携して行ってい

く。 

環境啓発施設エコプラザ（仮称）では、環境に関する総合的なネットワークの拠点施設として、環

境情報の一元的集約・発信や環境学習及び体験の場・機会の提供、異なる主体の連携・活動へ

の支援などを行う。また、持続可能な社会を目指すことで、環境分野の側面からSDGsの達成に貢

献する。 

 

(2)良好な環境の保全・環境負荷の低減に向けた啓発と市民活動との連携 

環境負荷を低減した持続可能な社会を形成するためには、緑をはじめとする良好な環境を保
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全するとともに、市民一人ひとりの環境に対する意識の向上が必要不可欠となる。 

本市のブランドでもある緑豊かな環境については、関心を持っている市民が多いことから、さらに、

市民一人一人が緑の良さを実感し、暮らしの中で緑に親しむことにつながるための取組みを進め

る。また、緑に親しむきっかけにつながる情報発信、参加しやすいボランティア活動の仕組みづくり

をおこなうとともに、ボランティア団体等が継続的に活動できる支援を進める。 

ごみ処理における環境負荷および処理経費削減のため、市民一人ひとりのごみに対する

意識向上による分別徹底とごみ排出量抑制行動が欠かせない。ごみの排出実態をより明確に

把握し、市民・事業者がごみ減量等の活動を積極的に取り組めるような啓発を行う。 

多くの市民に水循環・水環境の重要性と下水道の役割等について理解を深めることが持続

可能な社会の形成において重要である。市民の自主的な活動と連携しながら啓発事業を実施

していくとともに、住宅への雨水浸透ますや雨水タンクの設置促進を通じ、治水、利水、水循

環の推進を図る。 

 

基本施策２ 環境負荷低減施策の推進 

気候変動による自然生態系、水環境、市民生活等の影響は顕在化しており、今後は気候変動

への「緩和策」だけでなく、被害の回避・軽減を目的とした「適応策」も重要となってくる。 

特に建築・建設行為は環境へ大きな負荷をかける行為となるため、主体者が環境負荷低減を意識

したまちづくりを実践できるよう市が率先して推進していく。 

 

(1)地球温暖化を背景としたエネルギー消費のスマート化 

気候変動緩和策として温室効果ガス削減のため、今後も継続してエネルギー消費のスマート化

を推進し低炭素・脱炭素社会の実現を目指していく必要がある。 

特に市内でエネルギー消費割合の高い業務部門（事業所）、家庭部門に対しての再エネ・省エネ

対策を推進していく。 

令和２（2020）年度まで実施する新クリーンセンターのエネルギー地産地消整備を完成させ、

更なる電力の有効活用を図っていくとともに、エネルギーの面的拡大を検討する。 

 

(2)環境と共生したまちづくり 

温室効果ガス削減に大きく影響する建築物の環境負荷低減に取り組む必要がある。建築物省

エネ法が施行され、本市も建築物環境配慮指針を制定した。公共施設の環境配慮の基準を詳細

に設定し、民間の開発・建設の規範となるよう積極的に建物の省エネ化の推進を図っていく。 

急速な都市化の進展に伴い、地下水の涵養機能が低下しているとともに、集中豪雨によ

る浸水リスクが増大していることから、全市的な課題である水循環都市の構築を進めてい

く必要がある。そのため、建築物だけでなく道路や公園を含む全ての公共施設を対象に、

市の技術指針（抑制対策量）に基づき雨水浸透施設の整備を推進し、環境負荷の低減を図

っていく。 

 

 

基本施策３ 「緑」を基軸としたまちづくりの推進 

まちの中にある緑は、市民や来街者の心を癒し、安らぎを与えてくれる。季節感を感じる都市景
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観は、本市のブランドである緑豊かなイメージをより一層高めるとともに、潤いとにぎわいの調和の

とれた成熟した都市の形成に欠かせない要素である、加えて、生態系の保全や防災機能、地域の

活性化や歴史の継承にも大きく寄与している。公園緑地や街路樹、農地、屋敷林・雑木林、住宅

地の花と緑など、本市にとって大切な緑は、公園緑地の整備・拡充などにより公有地では新たに創

出されてきた一方で、民有地では開発や維持管理の負担等から減少傾向にある。大切にしてきた

緑や水辺などの豊かな街並みを次世代の子ども達に引継ぐため、昭和48（1973）年に制定した、

「武蔵野市民緑の憲章」の基本理念を継承し、市民・民間との連携を一層深めながら、緑を基軸と

したまちづくりを推進していく。 

 

(1)市民の共有財産である街路樹などの緑の保護・育成 

市では、樹種固有の樹形を尊重した街路樹の管理を実施しており、張りのある街路樹は、公園

や水辺とともに緑豊かな武蔵野市のブランドイメージを保つ大きな役割を果たしている。 

引き続き、自然樹形による管理を基本としつつ、安全かつ円滑な通行を確保するため、通過車

両や歩行者に接触する枝や道路標識などを隠してしまう枝の剪定、根上がり対策などを中心に適

正な維持管理を行なっていく。また、桜を中心に路線ごとに街路樹診断を実施し、倒木の恐れのあ

る危険木については植替えを行うなど、風格のある並木の保全を実施し、継承していく。 

 

(2)緑の保全・創出・活用 

本市は、コンパクトな都市でありながらも、自然を身近に感じることのできる空間があることや緑豊

かな景観の形成が高い評価に繋がっている。このため、これまで受け継いできた豊かな緑をこれか

らも守り育てるとともに、大切にしてきた身近な緑や水辺などの自然環境を、引き継いでいくことが

重要である。 

都市の貴重な民有地の大木や樹林、農地は、維持管理の負担、相続による住宅化などにより減

少傾向が続いている。このため、民有地のみどりの保全と創出をするため、保存樹木等の地域の

シンボルとなる緑に対する支援策について、制度の見直しを検討する。また、農にふれる機会を拡

充するなど、様々な主体と連携しながら、民有地の緑の確保に向けた取り組みを行う。 

大規模開発で創出されるオープンスペースを、より質の高い緑化や空間にするため、誘導策と

評価手法の研究を行うとともに、街に存在する貴重な公園緑地やオープンスペースを有効に活用

するため、地域との連携を行いながら、利用に対する柔軟な運用を目指していく。 

 

(3)緑と水のネットワークの推進 

公園緑地は、公園施設の主要な機能や効用が継続的に発揮されるよう、快適で安全に利用で

きる維持管理を行う。また、市民一人当たりの公園面積充足に向け、公園空白地への重点的な整

備と、借地公園の永続化を図り、公園緑地を次世代に残していく。 

老朽化やニーズの変化等で利用されなくなった公園緑地については、魅力向上のため、リニュー

アルを推進していく。 

 点在している公園緑地などの緑や、昔からある農地、屋敷林・雑木林など、まとまりのある緑を、

水辺と街路樹で繋ぐことで厚みのあるネットワークの形成を推進していく。 

また、生物多様性基本方針に基づき、自然環境の減少・偏りや気候変動、侵略的外来種の

問題を前提に、生態系ネットワークを強く意識しながら、今ある自然環境を守り、新しい
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自然環境を育て、人間と他の生物の暮らしが適切に調和するまちを目指す。 

広域的な連携として、多摩地域の森林の健全育成と、市民の自然との触れ合いを促すため、二

俣尾・武蔵野市民の森事業で、市民が体験できるイベント等を計画的に実施する。また、新たに創

設された森林環境譲与税に対応した事業の充実や多摩産材の活用を検討する。 

 

基本施策４ 循環型社会システムづくりの推進 

安全かつ安定的なごみ処理を行うとともに、環境負荷の低減や事業効率化を通じた持続可能な

ごみ処理体制を維持する。そのため、市民、事業者、市がごみの減量、分別の徹底、ごみの資源

化をそれぞれの責任において主体的に取り組む必要がある。 

 

(1)廃棄物処理の最適化 

武蔵野市ごみ収集の在り方等検討委員会の報告書では「ごみ収集の課題と将来的な構想」とし

て、中長期的な視野での継続的な改善の考え方が示された。このことを受け、平成31（2019）年４

月より一部資源物の収集頻度の隔週化及び収集地区割と収集品目の平準化を行った。今後は

様々な課題を踏まえながら、総合的に環境負荷の低減や事業効率化を目指し、ライフサイクルア

セスメントの観点を取り入れた合理的な収集運搬体制、中間処理手法について、継続的に検討す

る。 

また、長期的な課題であるごみの広域処理については、近隣市とのごみ処理相互支援を引き続

き行いながら、ごみ処理事業全般にわたり情報交換等を行っていき、広域処理に向けた課題を整

理していく。 

地域住民の理解のもと建て替えられた武蔵野クリーンセンターは、DBO方式の事業として、平成

29年４月より20年間の施設運営を開始している。今後も施設運営委託事業者と連携し、ごみ処理

施設の安全・安定稼働の維持継続をしていく。 

 

(2)廃棄物発生・排出抑制 

市民、事業者、市が連携して、ごみの減量、分別の徹底、ごみの資源化を図り、ごみ排出量を削

減させるとともに、最終処分量を削減させる。特に不燃ごみは、小型家電の拠点回収や宅配便回

収により、資源化の促進を図るとともに、リチウムイオン電池に代表される充電池などの危険・有害

ごみの分別の徹底を図る。 

集団回収は、廃棄物行政や地域コミュニティにおいて一定の役割を担っているが、同時に様々

な問題を抱えている。これらの問題を解決するため、市民や市民団体、事業者等により議論し望ま

しい集団回収の在り方の検討を行う。あわせて、スーパー等における店頭回収や、新聞販売店の

自主回収について、その取り組みを顕彰する制度の創出を行う。 

 

基本施策５ 生活を取り巻く様々な環境の変化に伴う新たな問題への対応 

地球温暖化による気候変動は、私たちの生活において環境変化を及ぼしている。そのた

め、被害の回避・軽減を図る適応策が重要である。また、グローバル化の進展やライフスタイ

ルの変化は、自分らしい生活の実現が可能になるが、一方で、これまでの生活では起こり得なかっ

たリスクも生まれており、より一層良好な生活環境を確保していく必要がある。 

 



 

45 

 

(1)様々な環境問題への対応 

地球温暖化による気候変動の影響や人の移動や物資輸送のグローバル化の進展により、新た

な感染症や外来生物の侵入による、市民生活や生態系に影響を及ぼすリスクが増加している。ま

た、生活スタイルの変化により、生活関連公害が多様化している。 

 これらに対応するため、知見を有する関係機関との平時からの連携により、新たなリスクにも対応

できる体制を構築、維持していく。また、愛護動物の適切な飼い方や虐待防止等について、関係

機関と協力して取り組む。 

 

(2)環境美化の推進 

まちの美化を維持するため駅前周辺清掃を引き続き実施することで、美しく清潔なまちづくりを

行う。 

また、健康増進法の改正および都受動喫煙条例の策定により、店舗内が原則禁煙とされること

で駅前周辺エリアの喫煙が可能な場所が非常に限られることとなり、まちの環境美化への影響が

懸念される。引き続き、路上喫煙禁止マーク、ポイ捨て禁止マークの路上添付によりまちの美化の

維持に努めるとともに、喫煙所設置に向けた検討を行う。 

 

（５） 都市基盤 

 

この分野の施策は、都市活動の基盤となる道路や上下水道などの整備を行うとともに、都市計

画マスタープランや地域ごとの特性を活かしたまちづくりルール等に基づく、市民参加による計画

的なまちづくりを推進することを目的とする。 

これまで培った文化や良好な都市景観を今後も大切にし、地域の魅力や価値を向上する活動

への支援や、市民と市が連携・協働しながらまちづくりを推進することにより、魅力的で活力のある

都市を目指す。また、市の将来像を見据えた総合的な視点を持ち、新たな価値を創造していくとい

う「再構築」の考え方をもって取り組み、効率的な財政投資を行うことで、引き続き持続可能な都市

を目指す。 

 

基本施策１ 個性あふれる魅力的な地域のまちづくり 

都市の空間が魅力的な場所であり続けるためには、市民が自ら地域の価値を向上させる活動に

取り組める環境を整備する必要がある。また、地域の実情にきめ細かく対応するため、地域のまち

づくりルールの策定に向けた支援を行うとともに、都市計画マスタープランにおいて土地利用の適

切な誘導を促す。 

公園・緑地などの公共空間の整備や開発事業に伴う公開空地の誘導などにより、ゆとりある街並

みを創出するとともに、街路樹や民有地の緑などを保全することで、良好な都市景観を形成してき

たことが高く評価されている。今後も景観ガイドラインに基づく開発調整や道路の無電柱化、街路

樹の整備などにより良好な景観を保持していく。 

 

(1)地域主体のまちづくりへの支援 

地域特性に応じた成熟したまちづくりを進めていくためには、地域が積み重ねてきた風土や文

化、活動を捉え、互いの意思や想いを共有するための地域のビジョンを描くことが大切である。市
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民、市民活動団体、事業者等の様々な主体によるまちづくり活動の始動を支援することで、地域特

性を活かしたまちのビジョンの共有とまちづくりルールの策定を進める。また、心地よい都市空間に

は、通りや建物だけでなく、その場所を使う人々の多様な活動が必要である。社会実験の実施によ

りパブリックスペースの利活用を促進するなど、市民による自発的・自立的なエリアマネジメント活

動の展開を支援することで、公共空間の社会的で文化的な価値を創出していく。まちづくりを支援

する制度については、まちづくり条例に基づく支援や、（一財）武蔵野市開発公社のまちづくり支援

業務の充実なども視野に入れ具体策を検討する。 

 

(2)計画的な土地利用の誘導 

業務・商業の集積により都市の活力を維持するとともに、良好な住環境を保全するため、都市を

マネジメントする視点から、都市計画と産業振興施策、農業振興施策等をはじめとした様々な分野

との連携を強化する。令和3（2021）年度に改定する都市計画マスタープランにおいて誘導すべき

都市機能や計画的な土地利用の誘導手法について検討する。 

 

(3)魅力的な都市景観の保全と展開 

緑豊かで閑静な住宅地やにぎわいある商業地を維持保全・形成するため、景観ガイドラインに

基づく開発調整を行うとともに、景観まちづくりに関する講座やワークショップを継続し、市民意識

の向上を図る。また、必要に応じて制度や基準などの見直しを行う。 

良好な景観形成、都市防災機能の強化、歩行者等の交通環境の向上を図るため、今後の無電

柱化施策の方向性や具体的な取り組み等を定めた無電柱化推進計画（仮称）を策定し、無電柱

化の更なる推進を図る。また、街路樹の適正な管理により安全性を確保するとともに、道路空間に

おける貴重な景観資源の保全を行う。 

 

基本施策２ 将来にわたり持続性ある都市基盤づくり  

本市は他の自治体に比べ、早い時期から都市基盤を全市的に整備してきた。現在、多くの都市

基盤施設などは更新時期を迎えており、老朽化した施設の安全性や防災機能の重要性が高い。

そのため、中長期的な財政状況や、社会情勢の変化などを踏まえた計画的・効率的・効果的な更

新や維持管理を実現していく。 

[道路分野] 

少子高齢化が進んでいる昨今、社会保障費の増大による財政等の影響により、健全な道路行

政を堅持することが難しくなってきている。現状の道路サービスを続けていくうえでは、効率的な維

持管理に努めるとともに、市民と行政が共に道路を維持管理していく仕組みづくりを構築する。 

 

(1)計画的・効率的・持続的な道路施設管理 

道路総合管理計画に基づいた将来にわたり安全・安心な道路サービスを提供するため、計画

的・効率的・持続的な道路管理を推進する。道路施設の状況確認や日常点検等が実施できるよう、

スマートフォンやタブレット等のＩＣＴを用いた新技術を導入・活用していく。 

 

(2)市民と行政との協働 

道路の適切な維持管理の必要性や重要性について、市民等の理解を得られるよう啓発手法を
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検討する。また、市民と協働・連携した道路管理の実現に向け、道路清掃等の美化活動をはじめと

したアダプト制度の導入、道路協力団体制度の構築・活用を検討していく。 

 

[下水道分野]  

本市の下水道施設は、昭和40～50年代に集中的に整備をしたため老朽化が進んでおり、今後

改築時期のピークを迎える。安定的・持続的に良質な下水道サービスを提供していくためには、経

営の健全性の確保とともに、中長期の予測を踏まえた計画的・効率的な施設全体の管理を行うこと

により、施設の機能確保を図っていく必要がある。 

 

(1)下水道ストックマネジメント計画の推進と大型建設事業への対応 

これまで行ってきた管路施設の予防保全型の維持管理を発展させ、ポンプ施設を含めた全ての

下水道施設（ストック）を対象として、計画的な維持管理・改築を実施し、定期的な計画の評価及び

見直しを行うことで、精度の高いストックマネジメントを行っていく。 

  持続可能な下水道事業の実施に向けて、これらの大量の既存ストックの改築に加え、今後、本

市が抱える長年の課題として汚水送水先の切替え等の大型建設事業を予定していることから、関

係自治体の動向等を踏まえながら、事業化に向けた検討を行う。事業推進への手法として、民間

活用や広域化・共同化も視野に入れて検討する。 

 

(2)安定的な下水道経営 

安定的な下水道経営に向け、定期的な使用料の見直し、基金の積み立てや市債抑制を行い健

全化に努めているが、今後、大量のストックの改築や大型建設事業に加え、工事費の上昇や国庫

補助の削減等の経営リスクが見込まれており、より安定した財源の確保が必要となる。そのため、

公営企業会計への移行により経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図るとともに、使用料に

ついては４年に１度の見直しを継続し、長期的な経営の安定化を目指す。 

 

[水道分野]  

本市のような中小規模水道事業では、人口減少時代を踏まえ、給水量や給水収益の減少、施

設の更新や自然災害への対応など様々な課題が指摘されており、広域化・共同化など水道経営

の基盤強化が求められている。本市においては、今後も安全で安定的な水道供給の持続性を高

めていく必要がある。 

水道施設は、市民の生活に欠かせない最も重要なライフラインの一つであり、平常時のみならず

災害時においても水道水の安定供給を図るため、水道施設を適正に維持管理及び更新等を行っ

ていく。 

 

(1)都営水道一元化の推進   

本市は、これまで必要量の100％の水源を確保できないながらも市単独で事業を行ってきたが、

全国の中小規模水道事業者と同様の課題を抱えており、今後単独事業を維持していくことは困難

である。将来にわたり安全で安心な水道供給の持続性を高めるため、都営水道への一元化を目指

した取り組みを推進していく。 
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(2)安定的な水道事業運営 

人口が増加し給水栓数が増加しても、節水機器の普及等により、給水量は低下しており収益の

増加は見込めない状況である。一方、安定的に水道を供給していくためには、施設の維持管理や

施設更新を継続的に実施してく必要がある。そのため、「武蔵野市事業運営プラン（仮称）」に基づ

き、より一層の経営の効率化とともに、配水管網の耐震化の促進、浄水場施設の配水ポンプ設備

や電気設備等の更新及び安定的な取水量を確保するため適切に施設の維持管理等を行ってい

く。 

 

[建築分野] 

(1)建築物の安全性や質の向上 

建築確認や検査の多くを担う民間関係機関との連携や、既存建築物・設備等に対する定期報

告制度を活用した適正な使用・維持管理の強化、違反建築物の取締りを推進し、建築物の長期使

用や有効活用による良質な建築物のストック形成を促進するとともに、市街地の安全性の向上を図

る。 

 

基本施策３ 誰もが利用しやすい交通環境の整備 

本市は鉄道３駅を中心としたバス交通網の発展等により、公共交通の利便性が高い都市である。

また、平坦な地形であるため、市民の移動手段として自転車利用が多い状況にある。 

地域公共交通の充実により誰もが安全・安心に利用できる交通環境の確保や、自転車利用環

境の整備を推進するとともに、交通事業者等と連携し、市民の移動手段の向上を図る。 

 

(1)人にやさしいまちづくり 

高齢社会の進展等による社会環境の変化に対応するため、路線バスやムーバス、タクシーなど

地域公共交通の利便性向上や、交通需要等を踏まえた道路機能の見直しを図り、歩行者を重視

した道路空間づくりを推進する。 

バリアフリー基本構想を改定し、高齢者や障害者、子供連れの人など、市民だれもが安全・安心

に利用できるよう、様々な関係主体と連携を図り、道路、都市公園、建築物、バス・タクシー等の公

共交通を含め、総合的にバリアフリー化を推進する 

 

(2)自転車のルール・マナー向上と自転車利用環境の整備 

道路交通法が改正され罰則が強化されたものの、自転車が関与する交通事故の割合は依然と

して高い状況にある。自転車利用の際のルール徹底や交通マナーを向上するため、警察や交通

安全協会などの様々な関係団体との連携により、自転車安全利用講習会や学校・企業・子育て層

などへの出張講習会等を段階的かつ体系的に実施し、「自転車事故に遭わない、起こさない街

（自転車安全利用先進都市）」をめざし、自転車の安全教育の充実を図る。 

本市は市外からの自転車乗り入れが多いことから、東京都や関係機関等と連携しながら、主要

な道路における自転車走行空間整備を推進し、広域的なネットワーク化を図る。不足する自転車

駐車場については、安定的に利用できる自転車駐車場の確保と既存施設の利用形態の見直しに

よる有効な利活用を図り、各駅周辺の駐輪需要への対応を進める。 
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(3)交通事業における持続性の向上 

持続的な交通事業の展開を図るため、ムーバスや自転車駐車場における今後の事業展開や料

金体系については、市民サービスのあり方、受益者負担や公平性、事業効率性等の様々な視点

から検討を進める。 

 

基本施策４ 安全で快適な道路ネットワークの構築   

市内の都市計画道路の整備率は約62％であり、南北方向に比べ東西方向の整備が進んでい

ない。計画的・効率的に道路整備を行っているものの、未だ事業化されていない路線があり、歩道

幅員や自転車の走行空間が十分確保されていない区間については整備に向けた対応が必要で

ある。都市計画道路や区画道路については、社会情勢や交通需要を踏まえ、必要性の検証を継

続的に行い、見直すべきものは見直し、整備すべきものは影響を受ける沿道住民等へ丁寧な説明

を行い、着実に整備を進める必要がある 

 

(1)生活道路への安全対策 

道路ネットワークが十分構築されていないことなどにより、生活道路を抜け道として利用する通過

交通が流入しているため、警察などの関係機関や市民と連携し、交通規制や交通ルール、マナー

の向上などを図るとともに、歩行者の利用環境や地域の実情に配慮した交通安全施設の整備を推

進する。 

防災性の向上などを図るため、区画道路の整備を計画的に行うとともに、幅員４メートルに満た

ない狭あい道路においては、沿道の建築物の建替えに合わせて拡幅整備することにより、安全・

安心で快適なまちづくりを推進する。 

 

(2)都市計画道路ネットワーク整備の推進 

市内の東西方向の幹線道路は都市計画幅員に満たない概成道路が多く、歩行者や自転車が

安全・快適に利用できる幅員が確保されておらず、休日などには幹線道路の渋滞を避けるため、

自動車が生活道路に流入している。 

第四次事業化計画で東京都が施行する優先整備路線に位置付けられた都市計画道路につい

ては、沿道住民の生活再建や周辺環境等に配慮した丁寧な対応を東京都に求める。なお、女子

大通りについては歩道が狭く、自転車走行空間も設けられていないため、車いすやベビーカーの

利用者、児童生徒などの歩行者や自転車利用者など、誰もが安全で安心して通行できるように拡

幅する必要がある。また、一般延焼遮断帯や緊急輸送道路として位置づけられており、拡幅により

防災性の向上が期待される。事業に際し影響を受ける沿道には高齢者等も多いことから、より一層

丁寧な説明を行っていくとともに、確実な事業着手を東京都へ要請していく。 

優先整備路線に選定されず、歩行者や自転車の安全で快適な通行環境が確保されていない

五日市街道や井ノ頭通りについては、引き続き東京都に事業化を要請する。 

 

(3)外環道路への対応 

市内が大深度区間となっている都市高速道路外郭環状線については、生活道路が抜け道とな

るような交通への影響、大気質や地下水などの環境への影響等、工事期間中や開通後の安全性

などに対する市民の不安や懸念を払拭するため、事業者に対して検討課題とその解決に向けてと
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りまとめた「対応の方針」の確実な履行と、事業進捗に合わせた適時適切な情報提供を求め、安

全・安心な事業の実施を事業者へ要請していく。 

外郭環状線の２については、地域の安全性の確保、広域的な交通環境の改善などとともに、地

域分断や生活道路への通過交通の流入など住環境の悪化などの課題もあるため総合的な検討が

必要となる。市は「話合いの会」や市議会からの意見書等の経緯を踏まえ、今後も地域住民の意見

を十分に尊重するとともに、沿線地域と連携を図りつつ、適切な時期に見解を示すとともに、都に

対して「検討のプロセス」に沿った丁寧な対応を行う事を求めていく。 

 

基本施策５ 安心で、心地よく住み続けられる住環境づくり 

住宅は生活の基盤であるとともに、まちを形づくる基本的な要素である。魅力あり安心して住み

続けられる良好な住環境を形成するため、個人・地域・行政などの役割分担を図るとともに、ハー

ド・ソフト両方の側面から民間との連携により、住宅施策を総合的かつ体系的に推進する。 

 

(1)総合的・計画的な住宅施策の推進  

住宅施策は安全性をはじめ、まちづくりやコミュニティ、子育て・福祉等の幅広い視点を踏まえ、

市民、事業者、関連団体等と連携を図りながら、総合的、計画的に住宅マスタープランに基づく住

宅施策を進めていく。 

 

(2)民間と連携した多様な世帯に対応した適応する住環境づくり  

新たな住宅セーフティネット制度を踏まえ、高齢者、障害者、ひとり親世帯等の住宅困窮世帯に

対する支援等については、福祉とも連携し、官民一体の包括的な対応を進める。なお、住宅確保

要配慮者の対象者の範囲、支援方法や助成額等について多角的に研究していく。 

市営住宅や福祉型住宅については、適正な管理・運営を図るとともに、新たな住宅セーフティネ

ット制度と関連し、民間賃貸住宅等の住宅ストックとしての活用や今後の市営住宅・福祉型住宅の

在り方や整備について検討する。 

 

(3)良好な住環境づくりへの支援 

空き住宅等の対応も含めた良質な住宅地の維持・誘導、老朽化した分譲マンション等の耐震化

や再生に向けた支援、環境配慮やバリアフリーといった快適で安心して住める住宅への支援等、

良好な住環境を形成するため、民間事業者や専門団体と連携を図りながら支援を進めていく。 

 

基本施策６ 活力とにぎわいのある駅周辺のまちづくり   

社会情勢の変化や都市間競争が激しくなるなか、交通結節点である吉祥寺・三鷹・武蔵境駅周

辺については、文化・商業をはじめ地域の魅力を活かしながら、活力とにぎわいを創出する取り組

みを推進していく。 

 

(1)吉祥寺駅周辺 

①新たな将来像に向けたまちづくりの推進  

都立井の頭恩賜公園等の環境資源、回遊性が高く特徴のある商業地、商業地周辺にある閑静

な住宅地など、これまでに吉祥寺に蓄積された多くの資源を最大限活用するとともに、様々な人が
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親しみ、集い、活気と魅力があるまちであり続けるため、様々な主体の参加と活動のもと、吉祥寺グ

ランドデザインに示される新たな将来像に向けたまちづくりを推進する。 

②エリア特性を活かしたまちづくりの推進   

セントラルエリアについては、ハーモニカ横丁をはじめとして、駅中心部の建築物は耐震性や老

朽化の進行などの問題を抱えていることから、民間建築物の建替えや再生等への支援を進め、都

市のリニューアル化を促進し、吉祥寺の文化や歴史をはじめとした地域の魅力などを活かしたまち

づくりを推進する。 

パークエリアについては、南口駅前広場の整備事業を推進し、駅から井ノ頭通りを越え公園方

面に向かう新たな動線整備の検討を進めるとともに、歩行者とバス等が輻輳するパークロードの交

通環境の改善や、北口駅前広場を含む駅周辺道路の交通体系の再編ついて検討する。また、武

蔵野公会堂の建替えについては、求められる施設機能の検討を踏まえ、周辺街区のまちづくりの

動向を注視しつつ、エリアが抱える地域課題の解決に向け、まちづくりと一体的な検討を進める。 

イーストエリアについては、点在する自転車駐車場等の市有地について、これまでの地域の取り

組みを踏まえ、利活用や整備の方向性を定め、事業化に向けた検討を進める。 

 

(2)三鷹駅周辺 

三鷹駅北口街づくりビジョンに基づき、地域に関わる様々な主体とビジョンを共有し、「住む人、

働く人が集い、心地よく過ごす街」の実現に向けたまちづくりを推進する。誰もが安全・安心で快適

に移動できる交通環境を構築するため、補助幹線道路の整備を推進するとともに、周辺の土地利

用の動向にも注視しながら、交通機能の向上やゆとりある駅前広場の創出に向けた新たな交通体

系の検討を進める。 

玉川上水を活かした緑豊かな賑わいの空間を創出し、魅力ある企業の立地環境の整備と市民

の良好な住環境との調和を図る。自転車駐車場として使用している市有地については、現在の機

能を確保しながらも、産業・文化振興、広場機能など様々な活用方法を勘案し、補助幹線道路の

完成後の土地利用・高度利用等のあり方について検討を進める。 

 

(3)武蔵境駅周辺 

武蔵境駅周辺は、「うるおい・ふれあい・にぎわい」をまちづくりのコンセプトに、市民と協力しなが

ら南北一体のまちづくりに取り組んできた。平成27年度には北口駅前広場が完成するとともに、南

口駅前広場の改修により、駅周辺の都市基盤整備について一定の完了を迎えた。引続き、武蔵境

駅北口の区画道路や天文台通り等、未整備の都市基盤について着実に事業を推進していく。 

都市基盤の整備に合わせて、武蔵境ピクニックや境南盆踊り、さかいマルシェ等、市民・市民活

動団体・事業者等によるまちの賑わいづくりが進められてきた。これらの自主的・主体的な活動を

継続しつつ、駅周辺エリアの向上・発展させるための取り組みについて検討する。 

 

（６） 行・財政 

 

この分野は、拡大し高度化する公共課題に対して限られた経営資源を最大限有効に活用し、市

民に信頼される市政運営を推進するために必要な体制や仕組みの整備を主たる目的としている。

市民自治によるまちづくりの発展に向けて市民参加と連携・協働を推進するとともに、財政の健全
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さを将来にわたって維持しつつ、優先度の高い施策を効果的に実施していくため、事業の見直し

等による市職員の業務負荷の改善や人材育成の充実を図っていく。 

 

基本施策１ 市民参加と連携・協働の推進  

本市の市民自治による市政運営や共助のまちづくりは、活発な市民参加と協働の取り組みによ

り支えられてきたが、参加する市民の固定化に伴い、市民参加の裾野の拡大が課題となっている。

高齢世代の他、まちの将来の担い手として期待される若者、子育て世代、転入者などの市政や地

域への参加を促し、その活動を支援して、地域への愛着を醸成していく。より丁寧で効果的な市民

参加手法を整え、市民・市民団体を初めとする様々な主体との連携・協働の取り組みを推進してい

く。 

 

(1)自治基本条例に基づく市政運営 

これまで培われてきた本市の市民参加・市民自治の歴史・原則を、将来にわたり継続・発展させ

ていくため、自治基本条例（仮称）において市政運営の基本的ルールを定め、情報共有・パブリッ

クコメント手続きなど、市民参加に関する手続きを制度化・体系化するとともに、市民参加・市民自

治の考え方を広く周知していく。また、住民投票制度や行政評価制度など条例制定に伴い必要と

なる個別課題の検討を進める。  

 

(2)市民参加の充実と情報共有の推進 

各施策の計画・実施から評価の段階まで、市政への市民参加の拡充に向けて、サイレントマジョ

リティ層の参加促進や市民どうしの討議の場づくりなど、市民参加のあり方を検討し、より多様な参

加の機会を整備する。地域における人材の拡充・活用策として、市民人材のスキルや知見を市の

業務や地域活動に活かしていく手法を検討する。 

市民の市政参加を促すためには、市政の透明性向上と情報共有が必要となる。市報やホーム

ページなど既存の手法も含め、多様な手段による情報提供を充実させていく。職員の広報スキル

を高めるとともに、市政の基礎データを市民が広く分析・活用できるようオープンデータとして公開

する。また、スマートフォンやＳＮＳの市民生活への浸透を踏まえ、それらの新しいメディアを活用し

て市民が手軽にまちの情報を市に伝える手法等、市民との新たな連携・協働の手法を実践してい

く。 

民主政治の健全な発展には選挙での積極的な投票参加が欠かせない。情報提供の改善や投

票所のバリアフリー化など、有権者が投票しやすい環境づくりを進めるとともに、模擬投票や出前

講座等を通して若年層への教育・啓発活動を充実させていく。 

 

(3)様々な主体との連携・協働の推進 

公共課題の多様化と量的拡大に対応するため、様々な主体との連携・協働がますます重要にな

っている。市民・市民団体の主体性を活かした連携・協働をさらに充実させ、人材確保や情報発信

等の支援を行っていく。また、財政援助出資団体や民間企業・大学等の強みを活かした連携を推

進する。 

市民の生活圏は居住地の行政区域内にとどまるものではなく、市民ニーズや行政サービスの効

率性・安定性の観点から広域的な連携を進展させる必要がある。災害時対応、観光・産業振興、
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外国人支援等、近隣自治体や友好都市との連携を推進する。 

 

基本施策２ 効果的な広報・広聴の仕組みづくりとシティプロモーション  

行政と市民が情報を共有し、市政の透明性を高めていくことが市政への信頼向上に不可欠であ

る。様々な手段を活用し、市民に確実に市政情報を届ける仕組みを構築するとともに、市民の多様

なニーズや地域が抱える課題などを的確に把握するため広聴手段の充実を図る。また、市への愛

着を高め、住み続けたい・住みたい・訪れたいと思う施策の実施とともに、市のＰＲとシティプロモー

ションを来街者も含めた広い対象に対して戦略的に進めていく。 

 

(1)総合的な市政情報提供の推進 

市民の生活様式が多様化する中、市民の求める多様な市政情報を整理し、求める層に的確に

提供する必要がある。市報・ホームページ・ＦＭ放送・ＳＮＳ等の様々な手段により市政情報をさら

にわかりやすくタイミングよく届ける仕組みについて、ＩＣＴ環境の変化や多言語対応の必要性等を

踏まえながら、災害時等にも備えて整えていく。 

予算や財務状況は市政運営の根幹をなすものであるため、市報やホームページを通じて、適切

な時期に、市民にわかりやすい表現を用いて、市の財政状況や予算の内容を公表する。 

 

(2)広聴の充実と広報・広聴の連携の推進 

多様なニーズを把握し市政に反映させていくため、市民意識調査や各種アンケートの他、市民

と市長との対話の機会や課題に応じた意見交換会等の充実を図るとともに、広報・広聴の連携に

より相乗的な効果を生み出していく。昭和39年度から続けてきた市政アンケートは、回収率が低下

している。より多くの市民要望を把握するため、回収率の向上に向けたより効果的な手法を検討す

る。また、ＩＣＴ環境の変化を踏まえた新たな広聴手段の活用について研究する。 

 

(3)シティプロモーションの推進 

市民のシビックプライド（市への愛着）を醸成し、市民に長く住み続けてもらうとともに、本市に対

する認知を高めて来街者を増やし、将来の市民につながる転入希望者を増やしていくため、シティ

プロモーションを推進する。市の魅力の向上という視点を踏まえた新たなブランディングについて

議論し、従来型のメディアだけでなく 様々な手段を通じて、市の強みや魅力、政策効果などを戦

略的・効果的に発信していく。 

 

基本施策 ３ 公共施設等の再構築と市有地の有効活用 

公共施設や都市基盤は、市民生活を支えるとともに、まちの魅力や都市文化を醸成する

重要な要素である。今後は個々の施設の維持・更新に留まらず、武蔵野市の将来像を見据

えた総合的な視点で新たな価値を創造する「再構築」の考え方を持って、公共施設等総合

管理計画を基に取組みを推進する。また、市有地を有効に活用し、管理コストの節減と歳

入の増加を図ることも一体的に取り組むことで、持続可能な財政運営を行うとともに市民

サービスの拡充を図る。 

 

(1)公共施設等総合管理計画の推進 
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本計画期間中に更新時期（原則築後60年）を迎える公共施設（複数の小中学校や桜堤調理場、

武蔵野公会堂など）や、都市基盤施設（上下水道や道路など）の老朽化に伴い、維持・更新に多

大な費用が必要となってくる。個々の施設の維持・更新にあたっては、財政見通しや将来人口推

計等を踏まえた長期的な視点から、計画的な予防保全により長寿命化を図る。併せて、市民満足

度の向上や時代のニーズを踏まえ、安全性や利便性の高い公共施設等に再整備することで、公

共施設等の総量や整備水準の適正化を進める。 

公共施設等総合管理計画の適正管理・推進は、市民等と課題を共有し合意形成を図りながら、

運営主体等も含めた総合的かつ分野横断的な検討を進め、財政負担の軽減・平準化を図ってい

く。 

 

(2)市有地の有効活用 

一定年数活用されていない市有地は、利活用方針を見直したうえで、民間企業との連携による

一時貸付を含む有効活用や売却等を進め、市の歳入増加と市民サービスの拡充につなげていく。

イースト吉祥寺エリア暫定駐輪場と吉祥寺東町一丁目の市有地については、引き続き、市民や関

係団体意見との検討を進め、結果を踏まえて具体的な利活用を進める。 

 

基本施策 ４ 社会の変化に対応していく行財政運営 

変化が激しい社会経済状況において、健全財政を維持しつつ、より質の高い行政運営を行える

よう、経営力の強化、行財政改革を推進し、限られた経営資源を優先度の高い施策に積極的に配

分していく。進歩の目覚ましい情報通信技術（ＩＣＴ）を積極的に活用し、市民サービスの質、業務

の正確性及び効率性の向上や、職員のワーク・ライフ・マネジメントの実践につなげていく。一方、

自然災害の脅威やサイバー攻撃等の様々なリスクへの取組みを引き続き実施していくとともに、リ

スク管理の一層の強化を図る。市とともに公共サービスの一部を担っている財政援助出資団体に

ついては、設立目的や役割等を考慮しながら、より効果的・効率的な運営に向けて経営改革等を

支援していく。 

 

(1)経営資源を最大限活用するための仕組みの構築 

 市職員の人的資源や財源等、活用できる経営資源に限りがある中、より重要なニーズには積極

的に対応し、高い効果を発揮していく必要がある。歳出面では、経常的な事業の経費を抑制し、よ

り重要な施策への予算配分に積極的に取り組む。分野を超えた全体的な視点から既存の事業・施

策の必要性や優先度を検証し、中止や廃止も含めた見直しを効果的に進めるための新たな仕組

みの構築を検討する。 

 

(2)健全な財政運営を維持するための体制強化 

歳入確保に向けて、市税等徴収率のさらなる向上、債権管理条例（仮称）の制定、基金と市債

の活用、市有財産の有効活用、広告料収入の拡大、ふるさと納税制度の活用など様々な取り組み

を行う。また、市税と国民健康保険税の収納・徴収体制を統合することで、窓口の一元化による市

民サービスの向上及び事務の効率化と、徴収率の向上を図る。 

歳出面では、事務事業及び補助金等の見直しの実施、政策再編による事業の組み替え、廃止

を行い、経常的事業経費の節減に取り組みながら、より重要な施策への予算配分に積極的に取り
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組むほか、今後予定される学校施設の建て替え等、大規模な工事に向けて適切な発注方法の研

究を行うなど、入札・契約制度改革を推進する。 

 

(3)ＩＣＴの活用による業務生産性と市民サービスの向上 

行政ニーズが多様化する中、職員のワーク・ライフ・マネジメントを支援しつつ、質の高いサービ

スを提供するため、ＲＰＡの導入やペーパーレス会議環境の整備、ＡＩ導入可能性の検討等、情報

通信技術（ＩＣＴ）を活用した業務効率化を推進する。また、行政文書の電子化を進め、管理・保存

等の効率化を図るとともに、より適切な文書管理を実施するために、電子決裁の導入も含めた検討

を行う。合わせて、市役所内で情報を共有し、業務知識や経験を継承していく仕組みの構築（ナレ

ッジマネジメント）を進める。 

第六次総合情報化基本計画に基づき、官民データの活用やオンライン申請の促進等、ＩＣＴを

利用した市民サービスの拡大を図るとともに、自治体クラウドの導入について他市の状況を注視し

ながら調査・研究を行う。 

 

(4)リスク管理能力・危機対応力の強化 

市政運営上のリスクは、自然災害やサイバー攻撃等に加え、新たに生じるもの等、多岐にわたる。

リスクの早期発見と発生防止のため、各種点検等を引き続き実施するとともに、その内容や方法に

ついて適宜見直し、リスク管理の一層の強化を図る。また、内部統制制度の充実・強化に取り組ん

でいく。 

情報セキュリティに関する事件・事故発生時の統一的な窓口を整備し、安全なＩＣＴ環境を実現

していく。 

災害時の執行体制や対応手順等を定めた業務継続計画（ＢＣＰ）や各業務のマニュアル等を継

続的に点検し、見直しを行うほか、ＢＣＰに基づいた訓練を行う。また、本市職員のみでは対応がで

きない事態も想定し、受援計画の策定を検討する。 

 

(5)行政サービスにおける適正な受益と負担 

行政サービスにおける受益と負担の公平性を維持するため、社会状況の変化を捉えながら、定

期的な手数料・使用料の見直しを行う。また、決算補填等を目的とする法定外一般会計繰入金の

段階的解消・削減が求められている国民健康保険の財政健全化を計画的に実行するため、武蔵

野市国民健康保険財政健全化計画(仮称）を策定する。策定にあたっては、被保険者世帯への影

響を考慮し、市独自の多子世帯の負担軽減策の実施等について検討する。 

一部の公共施設では、市民以外の利用の増加により市民がサービスを受けにくい状況が発生し

ているため、サービス提供のあり方を検討していく。 

 

(6)財政援助出資団体の経営改革等の支援 

本市の財政援助出資団体は、福祉・子育て・文化・スポーツなど様々な分野の公共サービスを

担い、質の高いサービス提供等に成果を挙げてきている。民間企業で担うことが困難なサービスの

提供等、これまでの成果を評価しつつ、さらなるサービス水準の向上や効果的・効率的な団体運

営のため、経営改革等を支援し、各団体の状況に応じた形での自立化を促進する。（公財）武蔵

野文化事業団と（公財）武蔵野生涯学習振興事業団の統合を支援していくとともに、（公財）武蔵
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野市福祉公社と（社福）武蔵野市民社会福祉協議会の将来的な統合に向けた準備と連携につい

て支援していく。 

本市の公の施設の多くは財政援助出資団体が指定管理者として管理運営を行っている。今後

の各施設の再整備方針の方向性を踏まえ、指定管理者の公募導入についての検討等、指定管理

者制度の効果的な運用を多角的に検討していく。 

 

(7)新たなニーズに応える組織のあり方の検討   

新たな公共課題や変化し多様化する市民ニーズに的確に対応するため、業務効率化や人事制

度の見直し等と合わせて、横断的な連携と柔軟で的確な対応ができる組織体制・事務分掌を整え

ていく。職員定数については、職員定数適正化計画に基づき、各課の業務に応じた偏りの是正や

増減の調整等、適正な管理を行う。     

 

基本施策 ５ 多様な人材の確保・育成と組織の活性化 

将来の市政の発展のために最重要となる経営資源は、人材である。積み重なってきた業務負荷

増の結果、市職員に業務余力が乏しくなっている現状を改め、時代により変化し、多様化・高度化

する公共課題に的確に対応し、武蔵野市の魅力と活力を高めていくため、既存業務の効率化と再

構築を進めるとともに、職員の資質と能力を伸ばし、多様性を最大限に活かして、組織力の向上を

図らなくてはならない。そのため、先進的な行政に資する有為で多様な人材の確保・育成の強化と、

ダイバーシティを推進し各職員が十分に力を発揮できる環境づくりや人事・給与制度の改善に取り

組む。 

 

(1)人材育成・確保の仕組みの強化 

高度化・複雑化する課題への適切な対応には、職員の見識を広めながら専門性を強化していく

必要がある。一般技術職（土木・建築等）や専門職（保健師等）は、現場で技術を深める機会の減

少等によって専門性の向上が難しくなってきているため、職員採用や担うべき業務のあり方を検討

しながら、体系的な人材育成の仕組みを整えていく。 

一般事務職については、特定分野に配置しているエキスパート（長期的専任職）の専任分野の

拡大や、主体的なキャリア形成に資するための適性と本人の希望を踏まえた職場配置を検討す

る。 

また、非常勤職員制度の柔軟な活用等により、外部有識者や市民有識者のスキルや知見を政

策形成等に積極的に役立てていくことを検討する。 

職員一人ひとりが行政のプロフェッショナルとしての自覚を高め、様々な経験・研さんを積み視

野を広げ、先進性のある行政運営に貢献できるよう、国内外の自治体、民間企業及び調査研究機

関等への派遣研修や、効果的な自己啓発への支援を充実させる。さらに、人材育成の一環として、

本市の特色である市民自治と協働に対する理解促進と公共感覚の涵養のため、職員が市内の地

域活動等に関わる仕組みを検討する。 

また、有為で多様な人材の確保を継続できるよう障害者任用も含めた職員採用の方法を工夫す

るとともに、職務・職責に即した人事・給与制度の適正化を進める。 

 

(2)組織活性化に向けたダイバーシティ推進とワーク・ライフ・マネジメント支援 
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介護や育児等の様々な事情を持つ職員を始め、全ての職員が仕事と生活を両立させ、高い意

欲を保ちながら能力を充分に発揮し続けられるよう、多様性を認め合い活かしていくダイバーシテ

ィの取り組み推進し、職員のワーク・ライフ・マネジメントの実践を支援する。時差勤務やテレワーク

等の柔軟な働き方を推進するとともに、長時間労働の恒常化を是正するため、仕事の進め方や適

正な業務量の見直し、ＩＣＴ活用等による生産性向上等の取り組みを強化していく。 

これらの取り組みを土台として、多様性を活かした活力ある組織作りを進めていくため、職場内

に限らず業務や部署を越えた横断的なコミュニケーションの活性化を進める。また、管理職や係長

職を中心に一層の組織マネジメント力の向上に取り組む。 

  



 

58 

 

９ 財政計画 

(１) 日本経済の情勢と国の財政 

 

＊「１ 日本経済の情勢と国の財政」は計画案公表時期に合わせて記載するため、現時

点では討議要綱で記載したものを再掲している。 

 

平成30(2018）年６月の経済財政運営と改革の基本方針2018では、「日本経済は経済政策の推

進により改善し、景気回復は緩やかではあるが長期間にわたって継続している。こうした中、国民

生活に密接に関わる雇用・所得環境も改善し、人口減少下にあっても就業者数は増加している。

また、企業の人手不足感が強まり賃金の上昇が続いている」とされている。 

しかし、海外経済や米中通商摩擦の動向が不透明であり、今後の展開次第では景気の下押しリ

スクとなっていくことは否定できない。 

  このような経済状況の中、国の財政の状況は、消費税率の引上げや景気回復の継続に伴い歳

入が増加しており、基礎的財政収支は赤字幅が縮小する見込みとなっているが、黒字化には遠く

及ばない状況である。また、国の借金である国債の残高は平成30(2018)年度末に882.8兆円に達

すると見込まれており、財政健全化に向けた取り組みが必要とされている。 

中長期的には、人口減少・少子高齢化の進展により、働く世代の減少が見込まれ、生産活動の

停滞や消費の縮小につながり、経済規模が縮小する可能性がある。加えて、拡大が続く社会保障

制度をどのように維持していくかは大きな社会経済の問題となる。 

 

(２) 武蔵野市の財政の状況と課題 

過去10年間の歳入の推移では、武蔵野クリーンセンター建設事業があった平成28(2016)年度を

除き、500億円台後半から600億円後半の間で推移している（図表１）。市税収入全体では、360億

円台から堅調に伸び、平成28(2016)年度には400億円台となった（図表２）。今後の人口の推計を

考慮すると400億円を少し上回るところで推移すると見込まれる。 

歳出では、義務的経費と呼ばれる人件費、扶助費、公債費が平成20(2008)年度決算では216億

円だったが、平成29(2017)年度には263億円となり、10年間で47億円の増となっている。このうち、

人件費は、定数適正化計画の実施による職員数の減や給与改定、各種手当ての見直しなどにより、

10年間で21億円減少しており、公債費についても市債抑制に努めたことから、10億円の減となって

いる。一方、扶助費は高齢化の進行、障害福祉サービスや保育サービスの充実等により78億円も

の増となっている。今後も独居高齢者の増加や子育て支援施策の需要の増加などが予想され、扶

助費の増加が見込まれる。 

物件費は、継続的な事務事業見直し等により経費節減に努めたものの、消費税率の改正や外

部委託化を進めたことで、10年間で24.8％、29億円の増となっている。令和元(2019）年10月の消

費税率の改正などを考慮すると、今後もこの傾向は続く可能性がある（図表３）。 

投資的経費は、平成19(2007)年度から平成22(2010)年度にかけて実施した武蔵野プレイス建設

事業、平成26(2014)年度からの武蔵野クリーンセンター建設事業など大規模な建設事業の際に増

額となっている。今後、本計画期間である令和２(2020)年度以降は、学校施設をはじめ老朽化した

公共施設が順次更新の時期を迎えるため、建替えに多額な費用が必要となることが想定される。 
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基金については、平成29(2017)年度末には一般会計で414億円となっており、平成20(2008)年度と

比べ138億円の増加となっている（図表４）。 

借入金については、平成29(2017)年度末で、一般会計、下水道事業会計、土地開発公社あわ

せて、321億円で、平成20(2008)年度に比べ63億円減少している（図表５）。 

市の財政の弾力性を示す指標である経常収支比率は、平成20(2008)年度以降、おおむね80％

台で推移している（図表６）。平成24(2012)年度以降、減少傾向にあったが、平成29(2017)年度は

物件費の増等により、1.3ポイント増の82.1％となった。今後の財政需要を踏まえれば、これからの

低下は難しい状況である。 
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(３) これまでの実績及び財政計画の策定の方法と今後の財政運営について 

財政計画は、本市の総合的な行政運営を行うために財源的な裏付けを保証するものであり、第

六期長期計画は、この財政計画のもとに策定した。 

第五期長期計画及び第五期長期計画・調整計画における平成27(2015)年度から平成29(2017)

年度までの３年間の計画額と実績については図表７、図表８のとおりで、歳入、歳出とも計画額より

実施額が上回っている。 

歳入は、平成27(2015)年度から平成28(2016)年度において、転入者が増えたことにより、個人市

民税が計画額よりも増となった。また、保育所の待機児童対策にかかる都支出金や地方消費税交

付金、前年度からの繰越金等が当初の計画額よりも多かったことなどが大きな要因である。 

歳出については、扶助費の伸びが当初の計画よりも大きかったこと、また、計画額では計上して

いない基金積立金が生じたことによるものである。 
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第六期長期計画の実効性を担保し、規律を持った財政運営を行うため、令和２(2020)年度から

令和６(2024)年度における財政計画の策定方法は、次のとおりとした。 

① 財政計画は、一般会計について作成する。特別会計については、各会計の財政計画を作成

し、一般会計からの繰出金を推計する。 

② 各年度の歳入・歳出は、平成31(2019)年度予算を基準とし、それ以前の決算額や推移も参

考にする。 

③ 財政計画作成時点における税財政制度を前提とし、制度改正が確実なものは当該年度に計

上する。ただし、制度改正が確実である場合でも、財源負担等の内容が不明・未決定の場合

は、現状の制度にて計上する。 

④ 計画期間内の各年度にほぼ確実に予定され、見込むことができる歳入歳出の増減は当該年

度に計上する。 

⑤ 武蔵野市の将来人口推計（平成30(2018)年８月）を加味する。 

⑥ 基金残高は、過去の実績から年度ごとの決算予測を行い、基金積立金を算出し計上する。 

 

今後は、税収は安定的な推移が見込まれるものの、高齢化の進行、子育て支援策の需要の高

まり等により社会保障関係費をはじめとする経常的な経費や公共施設等の更新に係る経費が増大

していく。こうした状況を踏まえ、市民福祉の向上のために、基金や市債を活用し持続可能な財政
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運営を図りながら、必要な投資を行っていく必要がある。計画期間における財政運営は、次の事項

に留意し、取り組んでいく。 

 

〇既存事業の見直しや経常経費の節減に努めながら、必要な投資を行っていく。 

〇市債は、世代間における負担の公平性を図るとともに、将来の過度な財政負担を回避する観点

から、一般財源及び基金の充当とのバランスをとり、あわせて市債残高にも留意する。 

〇基金は、今後の公共施設や大規模な都市インフラの更新に対し、有効に活用していく。 

 

 

（４） 財政計画（令和２（2020）～令和６（2024）年度） 

令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５年間の財政計画は図表９のとおりとなる。 

 

 

 

歳入のうち市税は、平成31(2019)年１月時点の税制をベースに見込んだ。個人市民税は、納税

義務者の増等により増収が見込まれる。ふるさと納税制度による減収も見込んでいるが、今後数年

間は微増で推移すると想定している。法人市民税は、税制改正により税率の見直しが予定されて

いるため、減を想定している。 

固定資産税については、地価の動向や新築マンションの建設見込み等から推計した。平成

30(2018)年度評価替による価格の上昇で課税標準額の上昇を見込んでいる。家屋については直

近５年間の平均で推計し、全体として微増と見込んでいる。 

以上のことから、計画期間の５年間の市税は、微増で推移すると推計した。 

国庫支出金及び都支出金は、経常事業と投資的事業に区分し、それぞれの事業に対して過去

の実績から推計した。 

図表９

歳 入 （単位　億円）
H29

（2017）
決算

H30
（2018）

予算額

R１
（2019）

予算額

R２
（2020）

計画額

R３
（2021）

計画額

R４
（2022）

計画額

R５
（2023）

計画額

R６
（2024）

計画額

合計額
R２～R６年度

400 404 411 409 412 418 419 415 2,073

国庫支出金 82 84 91 99 101 104 108 108 520

都支出金 70 69 76 60 62 62 63 63 310

繰入金 12 9 27 35 38 27 42 51 193

市債 4 1 6 6 7 5 10 11 39

その他 99 69 69 77 78 79 80 80 394

計 667 636 680 686 698 695 722 728 3,529

歳 出
H29

（2017）
決算

H30
（2018）

予算額

R１
（2019）

予算額

R２
（2020）

計画額

R３
（2021）

計画額

R４
（2022）

計画額

R５
（2023）

計画額

R６
（2024）

計画額

合計額
R２～R６年度

人件費 91 94 98 104 102 99 97 101 503

扶助費 152 165 168 185 191 198 203 204 981

公債費 19 19 16 18 16 15 14 13 76

物件費 146 158 166 165 166 166 167 169 833

補助費等 66 72 75 74 73 73 73 73 366

繰出金 52 57 62 60 63 63 64 65 315

投資的経費 74 65 87 73 80 74 97 96 420

その他 38 6 8 7 7 7 7 7 35

計 638 636 680 686 698 695 722 728 3,529

財政計画（令和２年度～令和６年度）

市税
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繰入金は、投資的経費に対する特定目的基金からの繰入れが５年間で合計183億円と見込む。 

市債は新規事業における適債事業から５年間で合計39億円と見込む。 

歳出については、人件費は給与改定を見込まず、また、退職手当については、定年退職を勘案

し推計した。 

扶助費は、人口推計やこれまでの決算額の推移に子育て施策に係る経費などを加算し、５年間

で約10.3％の増と見込んだ。 

公債費は、３年据置き20年償還、借入利率1.2％で推計した。 

物件費については、計画期間における伸びを2.4％と見込んだ。 

補助費等については、平成31(2019)年度と同規模と見込んだ。 

繰出金は特別会計ごとに策定した財政計画から５年間合計で315億円と推計した。 

投資的経費については、計画期間中には新学校給食桜堤調理場（仮称）建設事業、エネルギ

ー地産地消プロジェクト、市庁舎照明等改修工事、公共施設の保全工事など、多額の経費を要す

る事業が予定されている。こうした投資的経費は全体で427億円と見込まれ、その財源内訳は図表

10のとおりである。 

 

 

 

基金及び市債の残高は図表11のとおりである。 

基金については、決算見込みにおける歳入歳出の差額を積み立てるものとした。決算見込みは

計画額にこの５年間の決算額から求めた収入率と執行率の平均値を乗じて求めた。こうして算出し

た結果、令和６(2024)年度における一般会計の基金残高は473億円で、５年間で18億円の増とな

る。 

なお、土地開発公社借入額については、将来的な先行取得の見込みは立たないため、令和４

(2022)年度以降は同額としている。 

 

図表10　経常及び資本予算 （単位　億円）

Ｒ２年度
（2020）
計画額

Ｒ３年度
（2021）
計画額

Ｒ４年度
(2022）
計画額

Ｒ５年度
（2023）
計画額

Ｒ６年度
（2024）
計画額

合計額
R2～R6年度

経常予算
収入 632 640 650 656 652 3,230
支出 613 618 621 625 632 3,109
差額 19 22 29 31 20 121

資本予算
投資的経費 73 80 74 97 96 420
財源

一般財源（経常予算差額） 19 22 29 31 20 121
国庫支出金 8 7 7 8 8 38
都支出金 7 8 8 8 8 39
基金繰入金 33 36 25 40 49 183
市債 6 7 5 10 11 39
計 73 80 74 97 96 420

区　　分
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令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの、５年間の財政計画及び一般会計における基

金と市債等の残高見込みは図表12のとおりである。 

 

 

 

 

 

図表１１　基金と市債等の残高見込み
(単位　億円）

区　　分
Ｈ30年度
（2018）

決算見込額

Ｒ１年度
（2019）
予算

Ｒ２年度
（2020）
計画額

Ｒ３年度
（2021）
計画額

Ｒ４年度
（2022）
計画額

Ｒ５年度
（2023）
計画額

Ｒ６年度
（2024）
計画額

基金残高（一般会計） 433 448 455 460 477 479 473

基金残高（下水道会計） 7 8 8 9 9 10 10

基金残高合計（Ａ） 440 456 463 469 486 489 483

市債残高（一般会計） 143 134 124 117 109 106 105

市債残高（下水道会計） 83 82 86 85 84 84 88

土地開発公社借入額 59 64 56 53 50 50 50

借入金合計（Ｂ） 285 280 266 255 243 240 243

基金残高（Ａ）－借入金（Ｂ） 155 176 197 214 243 249 240
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【参考】 長期財政シミュレーションについて 

現状の社会経済状況、社会保障制度や税財政制度を前提に、武蔵野市人口推計を鑑みたうえ

で、さらに少子高齢化による社会保障費の増加や、老朽化が進む公共施設の更新を現在の水準

で進めた場合を想定して、令和31(2049）年度までの長期財政シミュレーションを作成した。 

歳入については、生産年齢人口の減により市税は令和10(2028)年代後半から逓減していくと見

込む。国庫支出金についても国の財源不足から増は厳しいと見込まれる。 

歳出については、人口増、特に高齢者人口の増を背景に、社会保障費に当たる扶助費や保険

給付の増による介護保険事業会計等への繰出金の増が見込まれる。物件費についても、逓増し

ていくことを想定している。公共施設や都市基盤施設の老朽化による更新、保全の経費である投

資的経費も市の財政に大きな影響を与える要因となる。 

第六期長期計画期間（令和２(2020)年度から令和11(2029)年度まで）における財政は、計画期

間の半ばとなる令和６(2024）年度までは基金積立額も増え、財政は比較的安定的に推移するもの

の、それ以降は基金の額は減少に転じ、令和29(2047）年度には基金がなくなり、最終年度である

令和31(2049)年度には141億円の財源不足となることが想定される。 

なお、本シミュレーションの作成時点で、国民健康保険事業の広域化に伴い義務付けられた赤

字解消計画を策定中である。同計画が策定・実施されると、後年度に渡り一般会計の歳出（繰出

金）が削減されることが見込まれる。 
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あくまでも一定条件のもとで行った財政シミュレーションではあるが、その結果から、公共施設等

の更新を着実に進めつつ、将来にわたって充実した住民サービスを行っていくためには、今まで

以上に時代の変化に対応した重点施策への資源配分が重要となってくるとともに、経常経費の節

減、公共施設等の総量や整備水準の見直しを行うことで、持続可能な財政運営を行っていくことが

重要であるといえる。 

 


